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はじめに 
 

近畿経済産業局では、2025 年国際博覧会などの開催を契機として、関西地域の経済

社会が様々な形で発展するべく、スタートアップ企業の創出・更なる成長に向けた取組

を重点項目として推進しているところです。 

また、「2023 年までにユニコーン企業等を 20 社創出」という政府目標が掲げられ、経

済産業省の「J-Startup」プログラムが平成 30 年度から開始され、企業に対する官民一

体となった集中支援が実施されております。 

そのような中、関西地域に根ざし高い発想力や技術力等により、地域課題の解決や地

域資源の有効活用を行い関西経済の更なる発展に寄与するスタートアップ企業を発掘

することの重要性が増しております。 

この度、そのような企業を「J-Startup KANSAI 企業」として選定し訪問ヒアリング調

査を実施、これらの企業の実態把握に向けた調査研究を行いました。 

「J-Startup KANSAI 企業」のビジネスモデルとその特徴や強みについて事例集とし

て掲載いたしましたので、関西圏にこれらの優れた企業が存在することを一人でも多く

の方に知っていただければと思います。 

また、「J-Startup KANSAI 企業」に対する支援施策ニーズ等を明らかにすることで、

選定企業の現状と課題を把握し成長につながる支援施策へと反映させるべく、関西圏独

自の体制構築を目指しております。こうした取組が、関西地域の経済社会の発展の一助

になれば幸いです。 

当事業の実施にあたり、ご多忙の中、取材にご協力いただきました関係者の皆様に厚く御

礼申し上げます。 

 

令和３年２月 
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Ⅰ 調査報告書の概要 

１．調査の目的 

「J-Startup KANSAI 企業」のビジネスモデルとその特徴や強みについて事例集として掲

載し、これらの企業の認知度を高めるとともに、更なる成長を促すための支援施策のニーズ

等を明らかにするとともに、関西圏独自の支援体制構築のための基礎資料とすることを目

的に本調査を実施した。 

 

２．調査対象企業 

 近畿経済産業局にて選定した、以下の府県に本社を置く「J-Startup KANSAI 企業」31 社。 

 

府県 件数 構成比 

京都府 13 41.9% 

大阪府 11 35.5% 

兵庫県 7 22.6% 

合計 31 100.0% 

 

３．調査内容 

 １．企業の沿革 

 ２．企業の特徴、強み 

 ３．将来展望 

４．その他事項 

５．現状と将来予測 

６．現状又は将来予測に対する課題 

７．J-Startup KANSAI プログラムに対して望む支援について 

 

 次ページ以降に、ヒアリング調査案内状及び調査票の詳細を掲載する。 
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令和２年１０月 

各位 

株式会社東京商工リサーチ 関西支社  

 

 

令和２年度  

「J-Startup KANSAI 企業」に対する 

成長支援のあり方に関する調査事業 

ご協力のお願い 
 

 

拝啓 この度の新型コロナウイルス感染症がなかなか収束せず、経済活動に今なお影響を受けられて

いる皆様には心よりお見舞い申し上げます。 

現在、弊社では、経済産業省近畿経済産業局から委託を受け、「J-Startup KANSAI 企業」に対す

る成長支援のあり方に関する調査事業を実施しております。 

そこで、「J-Startup KANSAI」として選定された各企業様にご協力を賜り、ビジネスモデルとそ

の特徴や強み、支援施策ニーズ等をおうかがいし、各企業様の成長につながる支援施策へと反映さ

せることを目的とし、ヒアリング調査をさせていただきたく存じます。 

つきましては、ご多用中のところ誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解いただき、

先日お電話にてご案内させていただいた日程で、ヒアリング調査へのご協力を賜りますようお願い

申し上げます。 

調査内容といたしましては、別紙の調査項目に関するヒアリングを予定しておりますので、事前

にお目通しいただければ幸いです。なお、当日は調査内容の記録と議事録の作成のため、ヒアリン

グ模様の録音を行わせていただく予定です。 

調査に関して、ご不明な点がございましたら、下記までご連絡いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 

敬具 

 

 

 

 

 

 

 

【本調査に関するお問い合わせ先（調査委託先）】 

株式会社東京商工リサーチ 関西支社   担当：関西支社営業部 早川、三枝 

〒550-0005 大阪府大阪市西区西本町 1-4-1 オリックス本町ビル 6Ｆ 

電話：06-6531-8813    FAX：06-6531-8023 

受付時間：平日（月～金）９時～１２時、１３時～１７時（祝日を除く） 
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ヒアリング調査項目についてのご案内 
 ヒアリングは以下の内容を予定しております。ご多忙のところ誠に恐れ入りますが、事前にご

確認の上、ご協⼒のほどお願い申し上げます。 
 

ヒアリング調査項目について 
 

１．企業の沿革 

・経営者の起業に至るまでの経歴と創業のきっかけ（事業にかける思い） 
 
２．企業の特徴、強み 

・事業のビジネスモデルや特徴 

・自社の強み・アピールポイント 

・主⼒サービスについて（開始時期、研究状況など） 
 
3．将来展望 

・今後の事業展開について、5 年後、10 年後の計画や目標とする到達点、ロールモデル 

・今後新たに開発したい商材・サービスや拡充していきたい販路（ターゲット層） 
 
4．その他 

・PR 事項など 
 
※以下の５〜７の項目に関しては、J-Startup KANSAI 企業の現状と課題を把握するために、参考

にお尋ねする予定です。 
 
5．現状と将来予測 

   ・現在の売上と、5 年後、10 年後の売上予測 

・現在の収益状況（⿊字または⾚字など） 

・⿊字化に至った時期または⿊字化が⾒込まれる時期 
 

6．現状⼜は将来予測に対する課題（主に⼈材⾯、商材・提供サービス⾯、資⾦⾯など） 

具体例 

（例）⼈材⾯︓現在の⼈材の過不⾜感（量・質両⾯）、外部⼈材活⽤ニーズの有無、⼈材の採⽤や

育成における課題 

（例）商材・提供サービス⾯︓開発における技術的な課題、販路開拓における課題 

（例）資⾦⾯︓これまでの研究開発投資での課題、今後の資⾦調達における課題 

（例）その他︓成⻑を促進する環境・要因と、阻害する環境・要因 
 

7．J-Startup KANSAI プログラムに対して望む支援について
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４．調査の実施期間 
 令和 2年 10 月 26 日～11 月 13 日 

 

５．調査の実施手法 
 訪問ヒアリング調査による。 

 

６．調査実施機関 
 株式会社東京商工リサーチ 関西支社 及び 本社 市場調査部 
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Ⅱ J-Startup KANSAI 企業ヒアリング結果一覧 
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燃焼時の有毒ガス発生を抑制する中和剤として利用できる炭酸カルシウムを主原料とした製品は、従来の
樹脂製品と比較して LCA ベースで大幅に燃焼時の二酸化炭素を削減でき、地球温暖化防止に貢献。SDGs
の実践と推進を目指している。 

１．株式会社 アースクリエイト 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役である西宮祥行氏は、商社勤務時

代に知り合った関西の放送作家夫妻が運営して

いたスクールの譲渡を受け起業。株式会社アー

スクリエイトを設立した。 

地球温暖化防止に貢献するという「環境」に

共感をした産官学各界の重鎮が役員・顧問に参

画。大阪大学教授高分子工学専攻宇山浩氏を役

員に迎え、国産高純度の炭酸カルシウムを主原

料とした樹脂複合材料「Stone－Sheet�」を開発

した。 

各種プラスチック製品に替わる環境にやさし

い新素材製品として、平成 28 年春より大丸松坂

屋百貨店の食品用保冷包装紙として全店に供給

を開始。JFR Web サイト「環境にやさしいライ

フスタイルの提案」として掲載されている。あ

わせて、イオンへ各種服飾資材、各種農業用資

材として供給を始めている。 

燃焼時に発生する有毒ガスを抑制する中和剤

として利用できる炭酸カルシウムを主原料とし

た製品は、従来の樹脂製品と比較して LCA ベー

スで大幅に燃焼時の二酸化炭素を削減できる。

こうして、地球温暖化防止に貢献することによ

り SDGs の実践と推進を目指している。 

【STONE-SHEET】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

現在、岡山県に新設工場を建設しており、2021

年夏の竣工を目指している。自社での原材料生

産により、「Stone-Sheet」製品の品質・安定供給

体制が可能となり、可燃処理ができる「Stone-

Sheet」は、海洋プラスチックごみ問題にも対応

が可能で、各界で注目されている。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

時代の変遷とともに地球環境に対する意識が

高まっており、国内では 2050 年度の CO2 排出量

ゼロを目指してプラスチック市場が縮小する見

通しである。加えて、近年では海洋プラスチッ

クごみ問題等、プラスチック市場を取り巻く環

境はますます厳しくなっている。 

「Stone-Sheet」は環境にやさしく、燃焼時の

有毒ガスを抑える中和剤として利用することが

できるため、「環境と経済の両立」が可能となり、

プラスチック市場に代わる新市場として期待さ

れている。 

なお、製品の品質表示は炭酸カルシウムであ

り、製品は可燃処理される。「Stone-Sheet」を利

用した製品例としては、フィルム・シート資材

に加え、容器・包装資材、各種袋類等がある。 

2015 年、第 11 回 LCA 日本フォーラム表彰で

環境にやさしい製品として奨励賞を受賞してい

る。 

  

株式会社 アースクリエイト 
所 在 地  

事業内容  高純度の炭酸カルシウムを主原料とし

て利用したマスターバッチ製造業 

Ｔ Ｅ Ｌ  06-6266-0177 

沿 革 特徴・強み 
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【STONE-SHEET による製品例】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

地球温暖化防止といった環境のキーワードが

共感を呼び、産官学の重鎮が役員・顧問に参画

しており、今後、国内だけでなく、世界の環境問

題に貢献できる製品として、社会に供給するこ

とを目指している。 

2020 年 6 月 5 日の環境の日に、Calcium 

Carbonate Composite 協会（理事長 棚橋祐治

氏）の設立をりそな銀行ビジネスプラザ大阪に

てプレス発表。識別マークの普及、標準規格、

EXPO2025 への対応を目指している。 

 

 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在は大手百貨店、大手量販店との取引が中

心であり、基本的には環境問題に取り組む企業

からの引き合いにより製品開発を行っている。 

EXPO2025 では、海洋プラスチックごみゼロの

万博を目指し、PLL（未来社会の実験場）を提言

するなど、環境問題への取組が進む中、パリ協

定で設定された 2030 年の削減目標の達成にも

有用である「Stone-Sheet」各種製品は、企業に

とって大きな魅力となっている。また、2050 年

にはさらに二酸化炭素排出量をゼロとすること

を目指し、製品開発を進めている。 
 
 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

海洋プラスチックごみ問題に対応できる環境

素材として注目されており、国内はもとより世

界規模での普及を目指している。原材料の国産

炭酸カルシウムは高純度の食品添加剤に準ずる

ものを利用しており、不純物による製品品質不

良を防いでいる。 

燃焼時の有毒ガスを抑える中和剤として利用

されるため、産業廃棄物としての費用が無く、

「環境と経済の両立」が可能である。 

社会貢献事業としては、2018 年 4 月 22 日よ

り「Earth Day OSAKA」 を主催。 

2021 年は、環境省、経済産業省、大阪府、大

阪市、岡山県、岡山県新見市、日本経済新聞社、

日刊工業新聞社、毎日放送、りそな銀行、りそな

アジアオセアニア財団、関西みらい銀行、池田

泉州銀行、滋賀銀行に加え、大手企業の後援を

得て、大阪商工会議所国際ホールで開催を予定

している。 
 

会 社 概 要 
 

設  立：2009 年 8 月 

資 本 金：109,100 千円 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://earth-create.net/ 

主力サービス開始時期：2009 年 8 月 

  

将来展望

PR 事項 
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2016 年よりスマートオフィス・プラットフォームの「WorkstyleOS」を提供中。様々な外部サービスと

の連携が可能で、蓄積されたデータを分析し、一人一人の最適な働き方の提案を行う。 

２．ACALL 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の長沼斉寿氏は、神戸大学卒業後、

日本 IBM 株式会社に入社し、金融市場向けグロ

ーバルソフトウエアの提案に従事。リーマン・

ショック時に同社を退職後、空間デザインの専

門学校を経て、2010 年 10 月 8 日に当社を設立

して代表取締役に就任し、現在に至る。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

SF が好きで IBM に入社。先進的なオフィスで

働く中で、働く場所と仕事との関係性の強さを

感じ、未来の働き方について貢献したいと考え

た。 

会社設立後は企業向けソフトウェア開発事業、

メンタルヘルス web サービス事業等を経て、

2016 年 7月に無人受付システムサービス「ACALL

（アコール）」を正式リリース。これにより、

「WorkstyleOS」事業が本格スタートした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

人々の「くらし」、「はたらく」を自由にデザイ

ンできる社会の実現を目指している。 

また、自分たちのミッションとして、自らが

新しいワークスタイルをどんどん開発し、お客

様より先に自社を実験台として、得た知見を織

り交ぜながら提供し、さらにお客様の声も採り

入れながら、テクノロジーを使って、新しいワ

ークスタイルを作っていきたいとしている。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

スマートオフィス・プラットフォームの

「WorkstyleOS」を中心として、ワークデータの

分析・可視化や入退館・受付チェックイン等の

各種アプリケーションも提供している。 

【WorkstyleOS】 

 

 

ワークスタイルについては、人事系から場所・

コミュニケーションに関わることまで幅広くあ

るが、そうしたアプリやサービスについて、す

ACALL 株式会社 所 在 地   神戸市中央区江戸町104－2階 

事業内容   WorkstyleOS の開発・提供 

Ｔ Ｅ Ｌ   078-599-8419 

沿 革 

特徴・強み 
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べてを当社が提供するのではなく、当社は OS の

部分に特化し、様々な外部アプリやサービスを

提供する法人と連携した上でより良いモデルを

構築していきたいとしている。 
 

 

【WorkstyleOS－座席予約－】 

 

【WorkstyleOS－ワーカーチェックイン－】 

 

【WorkstyleOS－ワークスペース分析－】 

 

【WorkstyleOS－会議室予約－】 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

様々な情報・要素が集約されるだけでなく、

データを連携し、分析することによって、社員

一人一人にとっての働き方の改善（定量化・生

産性向上・主体的な社会への貢献）に繋がる点

が強みとなる。また、会社との利害を一致させ

る形で、働く人にとって最適な判断材料となる

ことを目指している。 

  

 

◆ 今後の事業展開 

現在、東南アジアで実証実験中であり、2021

年よりシンガポールでの展開を予定している。

さらに、5～10 年後は、ヨーロッパ・北米へも日

本発のプロダクトとして広めていく意向。また、

機会があればアクセラプログラムへの参加など

も行っていきたいとしている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

仕事の場だけでなく、介護や子育てなど暮ら

しの場においても「WorkstyleOS」がアシスト可

能となるようにしていきたい。ただし、原則と

して、人を監視する用途には使いたくないと考

えている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

様々な外部ツールと連携できる柔軟性があり、

それぞれの暮らしと仕事にフィットしたワーク

スタイルを提案し、多様な働き方を実現してい

くことができると考えている。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2010 年 8 月 

資 本 金：840,000 千円（資本準備金含む） 

従業員数：36 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://corp.acall.jp/ 

主力サービス開始時期： 2016 年 7 月 

  

将来展望

PR 事項
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高度に制御するのが極めて困難であった気体を、自在に制御することを可能にしている。 

３．株式会社 Atomis 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

当社の創業者であり高等研究院物質細胞統合

システム拠点特定助教の樋口雅一氏、代表取締

役CEOの浅利大介氏、取締役COOの片岡大氏は、

京都大学高等研究院の北川進特別教授の研究室

で学んだ既知の間柄である。 

北川教授の研究テーマである多孔性配位高分

子は有用性が高く、可能性を秘めた素材であっ

たことから、樋口氏がこの技術を応用した製品

の市場化を目的に、2015 年 2 月 10 日に当社を

設立した。 

しかし設立後も、樋口氏の研究活動が多忙で、

なかなか事業化に向けての動きは取れず、事業

活動は行われていなかった。樋口氏自身、経営

のノウハウ等も乏しいこともあって、浅利氏と

片岡氏に白羽の矢が立ち、経営参画を依頼。本

格的な事業化を目指す目的で、浅利氏が 2017 年

1 月、片岡氏が 2018 年 4 月に経営に参画し、事

業化に向けた活動を行っている。 

◆ 事業にかける思い 

 世界ではアメリカ合衆国 10 社、英国 4社、日

本では当社以外に名古屋大学発のベンチャーの

SyncMOF 株式会社など、合計 23 社が多孔性配位

高分子のベンチャーとして立ち上がっており、

米国企業、英国企業と当社の 3 社が製品化まで

に到達した。 

 マテリアルやエネルギー分野においては大企

業が中心となった既得権益の強い業界であり、

日本においてはベンチャー企業が育ちにくい分

野でもある。多孔性配位高分子の技術により、

高圧ガス分野に風穴をあけ、京都大学の校風で

ある「やってやろう」というベンチャースピリ

ットをもってエネルギー業界全体を変えていき

たいという思いを持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 代表者の経歴 

 浅利大介氏は奈良学園高等学校出身、京都大学

工学部工業化学科卒業、京都大学大学院工学研究

科修士修了。修了後、アベンティスファーマ株式

会社に入社。その後、サノフィ・アベンティス株式

会社、日東電工株式会社に転じ、特に日東電工株

式会社在職中、ライフサイエンス分野での新規事

業立ち上げに貢献。2017 年 1 月より現職。 
 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【PCP の設計・合成イメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

多孔性配位高分子(PCP)とは、有機金属構造体

（MOF）とも呼ばれ、金属と有機化合物が秩序だ

った三次元構造を形成し、ナノレベルに制御さ

れた多孔性を有する物質の総称である。 

この多孔性配位高分子（PCP／MOF）技術は、固

体や液体とは異なり、高度に制御することが極

めて困難であった気体を自在に制御することを

可能にしている。 

現在はマテリアル分野での材料・素材販売や

開発を行っており、15,000 種以上の結晶構造学

的データベースを保有する他、量産化までの技

術を確立している点が、日本国内には類を見な

い強みとなっている。  

株式会社 Atomis 
所 在 地  

事業内容  化学原料・材料の研究開発・製造 

Ｔ Ｅ Ｌ  075-746-7845 

沿 革 

特徴・強み 
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◆ 強み・アピールポイント 
【多孔性配位⾼分⼦の特徴】 
〜⾃由に設計が可能〜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コスト競争力が高い多孔性配位高分子の製造方

法開発といったソリューション提供のみにとどま

らず、多孔性配位高分子を用いた新たな製品展開

を目指している。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

【多孔性配位⾼分⼦の特徴】 
〜機能の多様性〜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多孔性配位高分子はナノサイズの細孔を持った

スポンジのような構造をもつ金属イオンと有機配

位子からなるハイブリッド素材である。非常に大

きな表面積を持つ特性を活かし、ガスや低分子化

合物を特異的に吸着保持させることが可能となっ

ている。金属イオンと有機配位子の組み合わせ方

はほぼ無限大といえる数であり、その性質や特性

などの研究が進められている段階にある。多孔性

配位高分子の細孔を用い、吸着のみならず分離、

輸送、整列、合成、触媒、光励起、電子伝導性など

応用分野は幅広く、産業に大きなインパクトを与

えることが期待されている。 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

【次世代⾼圧ガス容器 CubiTan】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は高圧ガス容器に多孔性配位高分子素材

を入れ、ガス充填量を大幅にアップさせた次世

代ガスボンベ「CubiTan」により、ガスの運搬・

販売を容易にする仕組みと事業展開を検討。潜

在的な市場規模も大きく事業成長が期待できる。

容器の許認可等が整う 2023 年以降は、次世代ガ

スボンベ供給ビジネスへの展開が積極的に行わ

れることとなるため、成長軌道に乗せることが

できるものとみている。 

 
 
 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

現在は用途開発を行うメーカーがターゲット

層となっており、販売量の増加が見込めないマ

テリアル分野となっている。 

開発した次世代高圧ガス容器「CubiTan」は、

窒素や酸素、アルゴンなど産業ガス分野、さら

にはエネルギー領域といった大きな潜在市場が

主なターゲットとなりうるもので、数百億円以

上の市場規模が予想される。次世代高圧ガス容

器「CubiTan」による高圧ガスの輸送体制が構築

できれば、先駆者として相応の利益獲得が見込

まれる。「CubiTan」は、ボンベによる輸送の仕組

みを変貌させ、10 年後には市場の仕組みを変え

ることが可能な、産業に大きな風穴を開けられ

るサービスである。 

会 社 概 要 
 

設  立：2015 年 2 月 

資 本 金：95,000 千円 

従業員数：9人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.atomis.co.jp/ 

将来展望 

PR 事項 
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香り制御技術を活用した嗅覚ディスプレイ「アロマシューター」の開発及び販売を行う。同製品を中心に、

香りと連動したアプリケーションやゲームなどの多様なコンテンツの開発も手掛ける。 

４．株式会社 アロマジョイン 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の金東煜氏は、1995 年に韓国より

来日、2009 年北陸先端科学技術大学院大学知識

科学研究科博士後期課程（嗅覚ディスプレイ専

攻）修了。大学院卒業後、2009 年～2014 年の間、

国立研究開発法人情報通信研究機構において、

多感覚・評価研究室研究員として、嗅覚ディス

プレイの研究開発、五感情報通信の一環として

「香り制御装置」の研究開発に従事。 

その後、香り制御装置の普及、また実用化を

目指し、2012 年 10 月にけいはんなプラザラボ

棟において資本金 6,000 千円をもって当社を設

立した。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

金氏の出身地である韓国に於いて、1980 年に

カラーテレビの放送が開始された。その際、金

氏の実母が「カラーでテレビが見られるという

時代だからいつかテレビから香りも出る時代が

来るかも」と言ったことがきっかけで、大学院

において「香りの出るテレビ」の研究を始めた

ことに由来する。 

金氏は博士課程において、分子レベルでの香

りの制御に成功。さらに、情報通信研究機構で、

五感情報通信の中の特に嗅覚のデバイスを作る

研究者として、5 年間研究を行った。その成果を

研究領域から実用化し、社会に貢献させたいと

の考えからスタートしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【アロマシューター】 

◆  

◆  

◆  

◆  

◆  

◆  

 

香り制御装置及び香源カートリッジの開発・

製造・販売、香り制御装置連携ソフトウェア及

びコンテンツの企画・開発・販売、香りコンテン

ツプラットフォームの構築・運用を手掛ける。 

情報通信研究機構発のベンチャー企業で、金

氏の「香りコミュニケーションで世界を変える」

という想いの実現を目的に設立され、世界初の

映像や音響と連動して、瞬時に香りの高速切り

替え提示が可能な香り制御装置である嗅覚ディ

スプレイ「アロマシューター」の開発・製造及び

販売を行っている。 

映像や音響の変化に合わせて香りを切り替え

提示するもので、同製品を中心に、香りと連動

したアプリケーションやゲームなどの多様なコ

ンテンツの開発も手掛ける。また、インターネ

ットベースのユーザー参加型プラットフォーム

株式会社 アロマジョイン 
所 在 地  京都市伏見区治部町 105 ACT 京都 

事業内容  香り制御技術装置等の開発及び販売 

Ｔ Ｅ Ｌ  0774-98-6980 

沿 革 特徴・強み 
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の構築にも取り組んでおり、「既存のメディアに

香りを加えることで、新たな香りメディアの創

出を目指す」としている。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

主力となるアロマシューターの特徴について、

当社の説明を借りるとすれば、香りの時空間制

御技術（25 件程度の特許を取得、知的財産も有

している）を活用し、香りが残らないといった

時間的な制御だけでなく、利用者が識別できる

香り成分のみを鼻にめがけて噴射するといった

空間的な制御を可能としている。デバイス内部

構造においては、香気通路にベンチュリ管構造

を設けることで流速を高め、同時に噴射口を絞

る手法で香気の流れに指向性を持たせている。

さらに、6 種類の異なる香りカートリッジが装

填可能なため、6 種類の香りに加えて、香りを混

ぜ合わせて提供することが可能な「調香機能」

も備えているとしている。 

また、デジタルサイネージシステムと組み合

わせて利用することにより、新しいマーケティ

ング・セールスプロモーションが可能になると

しており、各企業とのマッチングを展開してい

る。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

香り制御技術のリーディングカンパニーとし

て、「嗅覚ディスプレイがあらゆるところに組み

込まれ、かつ一人一台持つ時代と香りでつなが

る生活が当たり前になる文化と社会を実現する」

を経営ビジョンとして、「嗅覚ディスプレイ」の

製造販売を積極的に展開し、香りをデジタル化

したコミュニケーションチャネルの創出を目的

としている。 

従来はものづくり主体であったが、今後は付

加価値を付けたソリューションサービスの提案

が重要であるとし、香り制御ソフトウェア及び

コンテンツの企画・開発だけでなく、香り付き

コンテンツプラットフォームの構築及び運営に

も注力し、将来的には 2025 年の上場を目指すと

している。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

香り付きコンテンツプラットフォームの構築

及び運営については、昨今注目されているメン

タルケア、健康経営、働き方改革の一環として、

リラックス・リフレッシュルームなどを有する

企業への提案も行う方針。 

また、現在はいわゆるVR（Virtual Reality）、

や YouTube の開発者のほか、医療向け、心理学

の研究者、企業の研究者、大学教授を対象とし

た販売となっており、API、iPhone 開発に必要な

SDK への提供を推し進め、今後は動画・映像サー

ビス向けのプラットフォーム、VR や YouTube と

の連動による当社サービスの普及に取り組み、

将来的には個人への販売も行うとしている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

当社のビジネスモデルについては、「香り」（嗅

覚）に対して、単なる感覚の刺激を超えて、何か

情報を与えて意味づけしていくというものであ

る。例えば、天然ガスはもともと無臭であるが、

臭いを加えることによって、人はそれを危険物

と判断したり、また、金木犀の香りをかぐと、秋

の季節感を感じたりすることができる。 

「香り」は記憶に直接的にリンクすることか

ら、「香り」をかぐと、実体験を思い出すことも

できる。「香り」をこうした高次元の情報として

扱い、瞬間的に制御することにより、新たなコ

ミュニケーションチャネルへと展開していくこ

とを目指している。 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2012 年 10 月 

資 本 金：81,040 千円 

従業員数：14 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://aromajoin.com/ 

主力サービス開始時期：2020 年 10 月 

  

将来展望

PR 事項 
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独自開発の革新的電気フィルター技術「AMATAR™」を用いた微生物汚染リスクモニタリングシステム

「ELESTA� PixeeMo�」が主力。微粒子分離能でオンリーワンの競争力を有する。 

５．株式会社 AFI テクノロジー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の円城寺隆治氏は呼吸用保護具メ

ーカーに研究員として就職し、約 10 年間勤務。

2008 年 7 月にフィルテクノジャパン株式会社

（東京都葛飾区）を設立。2013 年 5 月に同分野

の研究者数名と株式会社 AFI テクノロジーを設

立し、2014 年 8 月に代表取締役に就任して、現

在に至る。 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

「数多の細胞の中から、欲しい細胞だけを無

傷で取り出す」を経営理念とし、細胞・微生物分

野の研究者数名で当社を設立した。 

当初は株式会社産学連携研究所の代表取締役

で当社取締役でもある隅田剣生氏との縁もあっ

て、iPS 細胞など細胞分野を主なターゲットと

して活動。その後、本技術を食品衛生業界にも

展開すべく微生物汚染リスクモニタリングシス

テム「ELESTA�」（エレスタ）をリリース。現在

では大学、官公庁や大手食品・飲料・化粧品メー

カーなどに販路を得るに至っている。 
 

◆ 事業にかける思い 

独自開発の革新的電気フィルター技術

「AMATAR™（アマタ）」を用いた細胞分離分取装

置や微生物迅速検査装置を提供し、検査市場に

革命を起こす。実際、再生医療、臨床検査におけ

る希少細胞の解析・分離だけでなく、食品・飲料

中の微生物に関する迅速検査など、「AMATAR™」

の応用範囲は多岐にわたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「AMATAR™」について】 

 
 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

細胞・微生物等の評価・制御・製造に関わるマ

イクロ流体デバイス・装置・試薬等の研究開発・

製造・販売を手掛ける。 

従来の非培養微生物迅速検査法（ATP 法、蛍光

染色法等）では精度低下の原因となる食品由来

成分や油分の多いサンプルからでも微生物を良

好に分離・検出。培養法では 2 日以上を要する

微生物汚染の判定を最短 5 分で完了させる事を

可能とした微粒子分離技術「AMATAR™」を確立し

た。 

「AMATAR™」は、電気特性解析とマイクロ流体

制御に画像解析技術を加えた独自技術であり、

それを搭載した微生物汚染リスクモニタリング

システム「ELESTA�」（エレスタ）は分離能にお

いてオンリーワンの競争力を有しており、2020

年 1 月には AOAC（米国メリーランド州ロックビ

沿 革 

特徴・強み 

株式会社 AFI テクノロジー 
所 在 地  京都市左京区吉田下阿達町 46-29 

京都大学医薬系総合研究棟 3Ｆ 

事業内容  精密測定器の製造 

Ｔ Ｅ Ｌ  075-762-3131 

 



 16

ルに本部を置く非営利科学団体）の認証を取得

（PTM-012002）して「ELESTA� PixeeMo�」（エレ

スタ ピクシーモ）にバージョンアップし、量産

を開始した。 

 

【ELESTA® PixeeMo®（エレスタ ピクシーモ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

革新的電気フィルター技術「AMATAR™」は、非

侵襲・非標識で様々な微粒子を分離する。 

そのため、分離後の微粒子を分離前と同等の

活性状態で運用することが可能である。これが

本技術の最大の強みである。微生物検査であれ

ば、迅速検出後の試料液を回収し、そのまま培

養に回して検証することができる。 

細胞分野の研究においても、特異的に分取し

た後の細胞を、分取前同様の活性状態で更なる

研究を行うことが可能である。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

「ELESTA� PixeeMo�」（エレスタ ピクシーモ）

は更なる市場のニーズに応えるべく、多検体同

時処理化やオートメーション化、AI を利用した

菌種推定サービスなどの展開を予定している。 

また、今後市場の急成長が期待される iPS 細

胞等の再生医療分野での用途を目的とした

「ELESTA� CROSSORTER™」（エレスタ クロスソ

ーター）を 2021 年春にリリース予定。その後は

ハイスループット化、マスプロダクション化な

どを推し進める一方、2024 年までに黒字化して

IPO を実行する計画。 

2025 年の売上高は十数億円、2030 年の売上高

は数十億円を目指している。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

将来的にはアメリカや中国などの海外展開を

視野に入れているが、海外では国内実績が問わ

れるため、当面は国内における実績構築に注力

する意向である。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

これまで代表的な微生物検査手法として「培

養法」が 100 年間にわたり標準技術として採用

されてきた。しかし、「培養法」は、専門的な技

術を必要とし、さらには検査結果を得るまでに

数日を要するという課題もあった。 

当社が開発した革新的電気フィルター技術

「AMATAR™」は簡単かつ迅速に微生物汚染リスク

を判断できるため、「培養法」に替わってデファ

クトスタンダードとなり得る可能性を有してお

り、今後業界に一石を投じる技術として内外よ

り高い注目を浴びている。 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2013 年 5 月 

資 本 金：99,000 千円 

従業員数：28 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.afi.co.jp/ 

主力サービス開始時期：2015 年 5 月 

  

将来展望

PR 事項 
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独自の医療言語処理技術により、電子カルテの言語情報を正規化・構造化することで診療録要約作成を支援

するソフトウェア「SATOMI」を開発している。 

６．エニシア 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の小東茂夫氏の母親が循環器系の

難病を長年患っており、治療のために病院を

転々とするなかで、診療履歴が患者の手元に残

らない状況を問題であると感じたことが起業の

きっかけである。 

小東氏は、診療情報が集約されている電子カ

ルテを活用すれば医療情報のニーズに応えられ

ると考え、事業化のノウハウを得るため京都大

学経営管理大学院に入学した。 

その後は、京都大学発の産学共同プロジェク

ト「医療ヘルスケア・イノベーション起業家人

材育成プログラム（通称 HiDEP）」に参加し、具

体的なビジネスモデルを模索していた。 

そのプロジェクト中に出会った京都大学附属

病院や武田総合病院の医師らのアドバイスによ

り、医者側も電子カルテをはじめとする医療情

報の取り扱いに不満を抱えていたことがわかり、

電子カルテに蓄積された言語情報の構造化によ

る診療情報の要約・作成支援ソフトウェアの開

発を目的として、2017 年 7 月に当社を設立する

に至った。 
 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

医師の過酷な労働環境が社会問題化するなか

で、医師の長時間労働の最も大きな要因として

挙げられているのが「文書作成業務」である。 

この点に当社は着目して、「カルテの要約」を

自動提案するソフトウェアの開発に着手。京都 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学出身の現役医師と自然言語処理エンジニア

でチームを編成し、独自の医療言語処理技術を

確立し、診療録要約作成支援ソフトウェア

「SATOMI」を開発している。 

 

【SATOMI―診療録要約作成⽀援ソフトウェア】 

 

 

エニシア 株式会社 
所 在 地   京都市左京区吉田下阿達町 46-29 

       京都大学 医薬系総合研究棟 

事業内容   医療系ソフトウェアの開発 

E m a i l   i n f o @ e n i s h i a - i n c . c o . j p  

沿 革 

特徴・強み 
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これまで、電子カルテ作成の省力化に関して

は、特定の疾患に対する専用の入力インターフ

ェースやカルテ入力代行等のサービスが存在し

ていたが、言語を構造化して自動的にカテゴラ

イズ、要約が行えるサービスは当社が初めてと

なる。開発に関しては、武田総合病院の協力を

得てシステムを試作しブラッシュアップを図っ

ている。 

 

【カルテデータの利活⽤】 

現在の電子カルテに蓄積されるデータは、記

述フォーマットが統一されていなかったり、自

然文の表現が多様であったりするため、医師が

読み直すことや機械で分析することが困難とな

っている。当社では「カルテの要約」を作成する

過程でデータを正規化・構造化し、医学研究や

医師の事務作業に利活用可能なデータを生み出

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

医療現場を情報面から支援する当社の取り組

みは対外的にも注目を集めており、2018 年 6 月

「京都発革新的医療技術研究開発助成事業」に

採択され、医療情報の要約技術に関する特許を

取得している。 

2018 年 12 月、奈良先端技術大学院大学・武田

総合病院との「医療テキスト環境の高度化に関

する共同研究」をスタートさせている。 

2019 年 10 月、新規事業創出支援を手掛ける

フェニクシーが主催するフェニクシーインキュ

ベーションプログラムに採択された。 

2020 年 3 月には「令和元年度起業家万博（総

務省、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）

主催）」にて総務大臣賞（最優秀賞）、ITU（国際

電気通信連合）特別賞、協賛企業特別賞（AWS

（Amazon Web Services，Inc．）賞、NTT デー

タ賞、日本マイクロソフト賞）を同時受賞する

など、医療業界のみならず各界の評価は徐々に

高まりつつある。 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 

拡充したい販路（ターゲット層）等 
現状では 5 年後までに、全国に約 800 箇所存

在する大病院（特定機能病院や 400 床以上の病

院等）のうち、200 箇所に診療録要約作成支援ソ

フトウェアの導入を図る予定である。 

そして、10 年後には地域医療を担う各地のク

リニックや診療所等にも診療録要約作成支援ソ

フトウェアを浸透させ、医療従事者、介護事業

者、患者、患者の家族それぞれが扱いやすい診

療情報へアクセスできる社会を目指す。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

日本は、世界的にも類を見ないスピードで高齢

化が進んでいる。このような状況下でも、医療、介

護及び福祉分野の受け入れ体制は万全とは言えな

い。とりわけ、医師の過酷な労働環境は深刻で、政

府は 2024 年に医師の残業上限規制の導入を予定

している。 

その中で、当社が手掛けるカルテ記録の要約化・

一元管理化は、医師の負担軽減だけでなく患者と

医師のコミュニケーションを支える道具にもなり

得るため、各方面から高い注目を集めている。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 7 月 

資 本 金：23,500 千円 

従業員数：10 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://enishia-inc.co.jp/ 

 

 

  

将来展望

PR 事項 
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次世代太陽電池の大本命と言われる「ペロブスカイト太陽電池」開発の先駆者であり、1～2 年後の実用化

に向けて取り組みを推進している。 

７．株式会社 エネコートテクノロジーズ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役 CEO の加藤尚哉氏は、京都大学工

学部工業化学科卒業（高分子化学専攻）。内外資

投資銀行において不動産・事業再生等多数の投

資案件に従事したのち、独立系 PE ファンドの創

業メンバーとしてバイアウト投資・経営管理業

務を経験。京都大学インキュベーションプログ

ラム事業化推進責任者を経て、2018 年 1 月エネ

コートテクノロジーズを共同設立し、代表取締

役に就任している。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

京都大学にて加藤氏と同級生であった若宮淳

志教授（当社取締役最高技術責任者）の研究テ

ーマ（2014 年にペロブスカイト半導体の高純度

化前駆体材料の開発に成功）について、これを

実用化したいという思いと、ベンチャー企業に

対する国主導のスタートアップ（官民イノベー

ションプログラムや京大発ベンチャー支援スキ

ーム等）の環境が整ってきたことをチャンスと

捉えたのが設立のきっかけとなった。 

そうして、京都大学発スタートアップ企業と

して 2018 年 1 月に設立。京都大学の全面的なバ

ックアップを受けて起業に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

次世代太陽電池の大本命と言われる「ペロブ

スカイト太陽電池」の開発に取り組んでおり、

低照度・小面積（センサーやソーラー時計等）を

主たるマーケットと捉えている。 

 

【当社製品イメージ】 

 
 

【テスト用試作品】 

 

 

 

所 在 地  京都府宇治市大久保町西ノ端 1-25 

 宇治ベンチャー企業育成工場 4 号 

事業内容  太陽電池の研究・開発・製造 

Ｔ Ｅ Ｌ  0774-46-8081 

沿 革 特徴・強み 
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◆ 強み・アピールポイント 

太陽光発電は現在シリコン系が主流であるが、

ペロブスカイト太陽電池(PSCs)は「高性能（高

電圧）・超軽量（薄膜）・低コスト（塗布）」が特

徴。研究歴史は浅いが、1～2年後の実用化まで

の段階にきている。 

また、ライバル企業は多いものの、当社は先

駆者であり、材料設計・合成・解析・精製技術な

どの有機合成化学のノウハウを有しているのが

強み。当社は最短期間で成功確率を高めるため

高照度・大面積（人工衛星やメガソーラー）では

なく、低照度・小面積（センサーやソーラー時計

等）を主たるマーケットと捉えている。なお、低

照度・小面積にフォーカスしているのは当社の

強みである。 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

実用化及び量産化技術が確立し、共同開発・

材料生産企業・材料販売企業等、各企業との協

力を前提としてライセンスや製造委託を行う方

針。5 年後の売上高目標は 63 億円、8 年後の売

上高目標は 85 億円としている（10 年後の売上

高目標は未設定）。 

当面は低照度・小面積（センサーやソーラー

時計等）のマーケットとして攻略していく方針

である。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

将来は高照度・大面積のマーケットまで拡大

し、スマート街灯、災害用テント、カーポート、

ZEH（ゼロエネルギーハウス）／ZEB（ゼロエネル

ギービル）、屋上発電、ソーラーカー、ソーラー

プレーン、ドローン、宇宙開発等、薄膜太陽電池

の活躍が期待される分野での提供を目指してい

る。 

 

 

 

 

 

【今後のターゲットと想定される市場】 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

ペロブスカイト太陽電池(PSCs)は「塗って作

れる薄膜太陽電池」であり、迅速・簡易・低コス

トの生産が可能である。その他、「薄型・軽量」

「柔軟性が高く、曲面設置も可能」「中～低照度

でも発電可能」といった特徴を有している。 

 

【ペロブスカイト太陽電池の優位性】 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2018 年 1 月 

資 本 金：90,000 千円 

従業員数：19 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.enecoat.com/ 

主力サービス開始時期：2019 年 1 月 

  

将来展望

PR 事項 
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2018 年 12 月に最初の製品を出荷して以降、当社独自の光触媒技術により開発した空間除菌・脱臭機を

市場に投入。現在は「空気」のみならず、「水」に関連する新製品を開発中。 

８．カルテック 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯、創業者の経歴 

代表取締役の染井潤一氏は、今から 40 年程前

の学生（高専）時代に、光が当たると水が酸素と

水素に分離されるという画期的な光触媒技術と

出会い、とても強い衝撃を受け、これをいつか

形にしたいと思い続けてきた。 

大学院修了後はシャープ株式会社に入社。た

だし、専攻していた化学とは全く畑違いの電気

回路関連の部署に配属となり、一時は光触媒か

ら遠ざかっていた。こうして約 20 年が過ぎたこ

ろ、新規事業の立ち上げを行う部署のマネジメ

ントを担当することとなったことをきっかけに、

改めて社内で光触媒の事業化に向けて動き出し

た。しかし、思うように事が運ばず、「それなら

自分でやろう」と独立。2018 年 4 月にカルテッ

ク株式会社を創業して代表取締役社長に就任し

た。 

 

◆ 事業にかける思い 

経営理念は、「水と空気、食の安全をデザイン

する 人と地球の未来のために」である。 

光触媒技術を応用した生活家電の開発にとど

まらず、将来的には光触媒という技術を通して

地球の環境や人の安全というものを担保してい

きたいと考えている。これを実現するため、現

在は身近な生活家電の中に光触媒を搭載した製

品を開発し、光触媒というものの認知度をあげ

ていく取組みを行っている段階である。また、

ブランド戦略として、プレスリリースのほか染

井氏が表に出て「光触媒」の啓蒙活動に力を入

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【光触媒反応とは】 

 

 

 

光触媒反応とは、有害物質が光触媒技術を施

したフィルターに接触すると、強い酸化力によ

って、水と二酸化炭素に分解される仕組み。こ

の仕組みを応用し、空気清浄や水の浄化を行う

製品を開発している。 

2018 年 12 月に OEM にて最初の製品を出荷し

て以降、シャープ株式会社で培ったノウハウを

生かしながら光触媒を搭載した生活家電を世の

中に送り出している。また、生活家電のみなら

ずインテリアや身近な製品に光触媒を搭載して

いくことでその認知度を高め、「光触媒の素晴ら

しさ」を人々に伝えていきたいという思いの下、

製品開発を行っている。 

2019 年 12 月に吸着フィルターを搭載しない

壁掛けタイプの空間除菌・脱臭機「ターンド・ケ

イ KL-W01」を発売。これは独自の光触媒技術に

よって薄型で軽量化を実現した壁掛けタイプの

沿 革 特徴・強み 

カルテック 株式会社 
所 在 地  大阪市中央区博労町 3-3-7 

ビル博丈 

事業内容  光触媒原材料及び応用製品の開発・販売 

Ｔ Ｅ Ｌ  06-6244-0760 
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製品である。 

また、2019 年 11 月には脱臭・除菌機能付き

LED 電球「ターンド・ケイ KL-B01」を発売。玄

関などの小スペースを 24 時間中、脱臭・除菌す

る事が可能で、光触媒フィルターを取り外して

洗浄する事ができるため脱臭効果が持続できる

製品となっている。 

【ターンド・ケイ KL-P01（首掛けタイプ）】 

さらに、2020

年 10月には首掛

けタイプのパー

ソ ナ ル 空 間 除

菌・脱臭機「ター

ンド・ケイ KL-

P01」を発売。付

属のストラップ

を使用して首掛

けスタイルで利

用できるほか本

体のクリップで胸ポケットなどにも固定できる。

また、リチウムイオン電池を内蔵しているため、

フル充電で連続 8 時間の使用が可能となってい

る。 

生活家電の開発販売のほかにも当社の光触媒

の技術を用いた実証実験を実施。2020 年 10月、

理化学研究所の協力により日本大学医学部と共

同で、新型コロナウイルスに対する光触媒の有

効性実験を行い、感染力の抑制効果を確認した

と発表、併せて光触媒を搭載した除菌脱臭機を

用いた実験結果を公表している。 
 

◆ 強み・アピールポイント 

従業員 28 名中、17 名がシャープ株式会社の

出身者で、同社時代に培ってきた高い技術力に

よって製品開発力に優れており、カルテック独

自の光触媒技術を開発している。 

独自の技術として「ローンコーティング技術」

（広い表面積によって分解力を高める技術）と

「サイドフロー構造」（一度の空気の流れで、光

触媒の反応効率を向上させる構造）が挙げられ、

この技術は、他の方式よりも優位性が高く、製

品の小型化を実現するなど、今後は様々な製品

に展開することが可能となっている。 

また、染井氏は人の意見を一度は全部聞くと

いうスタンスを持っており、社員からの信望は

厚く、全員が同じベクトルで将来の方向性を共

有している点に強みを有している。 

 

◆ 今後の事業展開 

2022 年に IPO を目指しており、その時点にお

ける売上目標は 150 億円としている。  

5 年後、10 年後の具体的な売上目標は策定し

ていないが、5年後には光触媒を用いた「水」の

浄化を普及させたいという思いがある。 

10 年後については光触媒があらゆるモノ（製

品）に搭載され、それが当たり前の世の中にな

っていることが目標である。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在は光触媒を搭載した生活家電の製造販売

が業務の中心となっているが、将来的な目標と

しては光触媒技術を通して世界の環境問題を解

決していくことを念頭に置いている。 

また、現状では「空気」に対する商品開発が中

心であるが、次の段階として「水」に関する商品

開発を進めており、2021 年には光触媒技術を用

いた「水」に関連する新製品の販売を視野に入

れている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

現在、売上の多くは製品販売であるが、更な

る成長には製品販売だけでは限界があるとみて

おり、空気清浄・水質浄化に関するシステム構

築の売上が必要と考えている。 

また、製品の販売ルートは確立されており、

製造に関しても複数の協力工場を有しているた

め、売上の拡大にも対応できる生産体制を構築

している。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2018 年 2 月 

資 本 金：120,000 千円 

従業員数：28 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.kaltec.co.jp/ 

主力サービス開始時期：2018 年 11 月   

将来展望

PR 事項 
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地図を作成し、自動で積載物を搬送するガイドレス自律移動ロボット。工場、物流倉庫やレストランな

ど、幅広いアプリケーションを想定。上半身に様々なオプションを搭載することを想定している。 

９．株式会社 Keigan 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の德田貴司氏はシャープ株式会社

在籍時より、機械設計技術以外に独学でプログ

ラミングを習得、2014 年中には防災セーフティ

マップなどのアプリケーションを開発していた。

これらのアプリケーションは、総務省主催のオ

ープンデータコンテスト技術賞や国土交通省主

催の防災アプリコンテスト第 1 回防災アプリ

賞・第 2 回防災デザイン賞を受賞。その後、ソ

フトウェアとものづくりを組み合わせたサービ

スの事業化を視野に入れ、2014 年末には同氏開

発のネットワークを介した遠隔操作が可能な

「視覚ジャックシステム」の開発を開始した。

これが総務省主催の「異能 vation プログラム」

に採択され、翌 2015 年には、その派生製品とし

て、モーター自身にロボットの機能を入れると

いうアイデアから生まれたモーターモジュール

「KeiganMotor」を開発している。2016年 9月、

これを製品化し、誰でも簡単にロボットが作れ

る仕組みを広く普及させるべく当社を設立する

に至った。 
 

◆ 創業者の経歴 

 德田氏は、京都大学大学院工学研究科を修了後、

シャープ株式会社に入社。2013 年 12 月まで 8 年

以上にわたり同社においてコピー機の機械設計、

開発に携わるかたわら、独学でプログラミングを

学び、2014 年 総務省 異能 vation プログラム本

採択者に選出されるなど、現業に必要となる技能

等を習得している。シャープ株式会社から独立す

る形で、2014 年に KEIGAN を創業（屋号は先を見通

す力「慧眼」より採用）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【KeiganHATO（タブレット装着）】 

2020 年 10 月 に は 、

「KeiganMotor」を搭載し、

インターネット経由で

Web ブラウザからコント

ロールできるテレプレゼ

ン ス ロ ボ ッ ト

「KeiganHATO」の販売を

開始している。これにビ

デオ会議アプリを装着し

たスマートフォンやタブ

レットを装着することで

遠隔コミュニケーション

システムとしての利用が

可能となるが、30 万円をきる価格帯であり、既

に博物館や商社などに納入済である。 

【KeiganAMR 稼働画】 

そして、現在開

発中で、将来的に

は当社製品の核

になるとみられ

るのが、積載物を

自動で搬送する

自律移動ロボッ

ト「KeiganAMR」で

ある。 

これは、レーザー

スキャナーを利

用して地図を作

成しながら自律

移動を行うこと

が可能である。搬送質量は 30Kg で、連続稼働時

株式会社 Keigan 所 在 地  京都府相楽郡精華町精華台 7-5-1 

      

事業内容  ロボットの設計・開発・製造 

沿 革 特徴・強み 
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間は条件にもよるが、8 時間を想定。組立工場・

物流倉庫などのファクトリー用のみならず、ユ

ーザーサイドの簡単なカスタマイズにより飲食

店などでの利用も可能となる。 

また、自動搬送ロボット「KeiganAMR」は、地

図による自律移動だけでなく、ライントレース

や 2 次元マーカー認識も可能であり、競合製品

と比べ汎用性が高い。多重センサーにより安全

面での優位性も保持する見通しである。価格面

でも中国製の国内販売価格 250 万円程度に対し、

当社製品は 100 万円を切る価格帯を想定してい

る。 

◆ 強み・アピールポイント 

複 数 あ る 当 社 製 品 の ベ ー ス と な る

KeiganMotorは、アプリを使ってモーター自身に

ロボットの機能を入れるというコンセプトであ

り、高性能モーターやコントローラ、無線モジ

ュールやセンサーなどが一体化している。

Python や Node-RED など幅広い開発環境にも対

応していることから、ユーザーの迅速な試作が

可能である。また、「モーター自身に機能を入れ

る」というコンセプトを具現化したスマートフ

ォンアプリ「Keigancore」を使用すれば、フルカ

ラ ー LED で 識 別 を 行 い な が ら 複 数 の

「KeiganMotor」にロボット機能を割り当てて操

作することができるため、簡単な試作を短時間

で行うことができる。ユーザーはその後、無償

で提供される Windowsアプリやプログラミング

言語などを用いて本格的な開発を行う想定であ

る。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

2020 年 3 月までの販売開始を目指す
「KeiganAMR」は「Quick and Easy Robot 
for Everyone」を標榜する当社にとって、価格
面や省電力の観点、更に安全性に於いても高い
競争力を有しており、今後、中核製品に成長す
ることが見込まれる。 

また、新型コロナウイルス感染拡大下にあっ
て、テレワークやテレビ会議の需要が急速に高
まっているなか、タイムリーな形で 2020 年 10
月に KeiganHATO の販売が開始されており、
「KeiganMotor」を搭載したこれら製品を主軸に
2025 年 8 月期までに売上高 20 億円の販売目標

を掲げている。 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

「KeiganAMR」は自動車工場などで使用される

ファクトリー製品として開発されている。しか

しながら、当社製品はユーザーサイドのカスタ

マイズを本来は想定していることから、飲食店

など工場以外での利用が広まることも想定され、

業容拡大も期待できるため、将来的には当該製

品において業界 NO.1 になることを目指してい

る。 
 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

当社設立以降は、モーター開発においてフジ

マイクロ株式会社の協力を得て、製品第一弾で

あるモーターモジュール「KeiganMotor KM－1U」

を発売、また 2018 年以降は、KeiganMotor の製

品ラインナップとして、追加で 3機種の「KM-1s」

をリリースしている。2020 年にはテレプレゼン

スロボット「KeiganHATO」を市場投下した。 

現在は住友重機械工業株式会社の協力を得な

がら、2021 年 3 月の販売開始を目指し、自律移

動ロボット「KeiganAMR」の開発を行っていると

ころである。 

今後は、工場や研究所、スーパーマーケット

や飲食店など、あらゆるシーンでロボットの利

用が拡大していくものと見られるが、利用内容

は場面に応じ多様である。そのような状況にあ

って、ユーザーサイドで、使用するロボットを

簡単にカスタマイズできる「KeiganMotor」搭載

の当社製品は、性能や価格面、安全性などあら

ゆる面で有用であると考える。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2016 年 9 月 

資 本 金：9,900 千円 

従業員数：4人 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://keigan.co.jp 

将来展望

PR 事項 
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複数の異種電池を一体化するハイブリッド技術「BIND Battery®」のほか、ハイパワー・リチウムイオン

電池「HYPER Battery™」、超高エネルギー密度型革新電池「SHUTTLE Battery™」を開発。 

 

10．CONNEXX SYSTEMS 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆ 創業者の経歴 

代表取締役の塚本壽氏は、1979 年に京都大学工
学部化学工学科を卒業後、日本電池株式会社（現：
株式会社ジーエス・ユアサコーポレーション）に入
社。その後、英国スコットランドのアバディーン大
学で博士号を取得し、1998 年米国ロサンゼルスで
Quallion 社を設立した。 

日本電池では、世界初の角型 Ni-Cd 電池の開
発・製造を皮切りに、Li-Al 熱電池の開発・製造
や、携帯用薄型 Li-ion 電池の開発・製造等、電
池研究プロジェクトにおいて主導的な役割を果
たしている。 

Quallion 社では、医療、衛星、軍事用などの
超信頼性 Li-ion 電池の開発・製造プロジェクト
を主導し、国際電池・材料学会技術賞、フロス
ト・サリバン賞、Boeing 社の Technology 
Supplier Award を受賞するなど特殊用途 Li-
ion電池分野において豊富な実績を有している。 

◆ 起業に⾄る経緯 

塚本氏は、電池開発において数々の実績を挙
げてきたが、2011 年 3 月 11 日、東日本大震災
によって大きなダメージを受けた日本の姿を傍
観していることができず、日本へ帰国した。 

帰国後は、高信頼性蓄電池に関する知見を民
間分野で存分に活用し、特に移動体および再生
利用可能エネルギー分野に適用するべく、2011
年 8 月に当社を設立するに至った。 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

2015 年 10 月、現在の本社所在地であるけい
はんなオープンイノベーションセンター内 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に研究所を開設し、種類の異なる電池を一体化
して各々の特性を活かすハイブリッド技術
「BIND Battery®」のほか、キャパシタ並みの
パワー性能と 100kWh／kg という高いエネルギ
ー密度を持つ「HYPER Battery™」、鉄と空気の
反応を利用してリチウムイオン電池の 4～5 倍
のエネルギー密度を実現した革新電池「SHUTTLE 
Battery™」等の開発、展開に取り組んでいる。 
 
【BIND Battery】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【HYPER Battery】 
 
 
 
 
 
 
【SHUTTLE Battery】 
 
 
 
 
 
 
 
 

沿 革 

特徴・強み 
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◆ 強み・アピールポイント 

当社は、全く新しい発想に基づく革新的な蓄

電池技術をコア・コンピタンスとする研究開発

型のスタートアップであり、BIND Battery®、

HYPER Battery™、SHUTTLE Battery™等のユニ

ークな開発パイプラインを有している。これら

により、これまでには考えられなかったような

アプリケーションの性能や機能、用途拡大の実

現に資することができる。 

また、オープンイノベーションを旨として

様々な企業、研究機関と共同開発に取り組んで

いる他、生産プロセスは OEM を基本とし、販売

プロセスについても積極的に外部と提携してい

くことにより、迅速な事業展開、顧客ニーズへ

の機動的な対応を重視して事業を進めている。 
 

 

◆ 今後の事業展開 

ベンチャーキャピタル、事業法人からの出資

により、産業用中大型蓄電システム分野で事業

基盤を確立するとともに、HYPER Battery™の展

開を推進、早期 IPO により SHUTTLE Battery™

の社会実装を目指す。 

規模が更に拡大していく蓄電池・蓄電システ

ム市場の中で、独自の蓄電池技術と様々なパー

トナーとのオープンイノベーションにより、エ

ネルギー活用の最適化を可能とし、かつクリー

ンでレジリエントな未来のエネルギーシステム

の実現に寄与することを目標としている。 
 
◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 

拡充したい販路（ターゲット層） 

 産業用中型蓄電システムのラインナップ拡充、

HYPER Battery™の用途開発を進めつつ、当社が

最 重 要 開 発 テ ー マ と し て い る 「 SHUTTLE 

Battery™」のスケールアップ開発、プロトタイ

プ開発を、2024 年頃を目途に完了する計画であ

る。 

また、当社 BIND Battery®技術は、高い安全

性と優れた低温特性を特長としているだけでな

く、中古 EV バッテリーのリユースを促進する技

術としても期待されている。この技術を用いて、

社会課題ともなっている中古 EV バッテリーを

極めて安価に大規模蓄電システムとしてリユー

スする取り組みにより、エネルギーシステムに

おける蓄電池活用の普及促進、急速に拡大する

EV市場を支える資源循環システムの構築に寄与

したいと考えている。 
 
 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

積極的な次世代技術の開発を進めつつ、その

成果に基づき、新たに下記の製品、技術の展開

に取り組んでいる。 

【産業⽤中型蓄電システム〜「BleuPOWER™」〜】 
リン酸鉄リチウムイオン電池を採用した安全

性が高く、長寿命の 30kW

／73.7kWh 産業用蓄電シ

ステム「BleuPOWER™」を

新たに発表。kWh 当たり

単価は従来品に比べ極

めて安価、PCS 一体型の

コンパクト設計で屋外

／屋内設置可能、太陽光

発電との連系性能に優

れている等の特徴があり、ラインナップ拡充も

予定している。 
 

【ハイパワー型リチウムイオン電池 
〜「HYPER Battery™」〜】 

 
 
 
 
 
 
 

これまでにない超急速充放電、大電力回生を

可能とする「HYPER Battery™」を開発し、AGV／

AMR等のロボット分野を中心に製品供給を開始。

急速充放電や回生電力活用、短周期変動抑制、

電力需給調整用途への提案を進めている。 

 
 

会 社 概 要 
 

設  立：2011 年 8 月 

資 本 金：100,000 千円 

従業員数：47 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.connexxsys.com/ 

 

 

将来展望

PR 事項 
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AI を用いたオンラインカウンセリングや人材マッチングを可能とするシステムを開発。既存の大手人材紹

介企業とは異なるビジネスモデルを構築している。 

11．株式会社 Compass 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

代表取締役の大津愛氏が出産後に職を求めて

利用したハローワークでは企業が求める人材と

求職者の考え方、生き方に大きな隔たりがある

と感じていた。このギャップを埋めなければ社

会的な弱者は自分の適性に合った職業に就職す

ることはできず、結果、早期の退職に繋がり、企

業としても人材にかける採用コスト、育成コス

トが無駄になる状況から脱しないと考えた。 

また、社会的弱者が持つポテンシャルを引き

出すためのサービスは、民間はもちろんのこと、

自治体においても確立されておらず、これを解

決できるのは IT テクノロジー×キャリアコン

サルタントであると確信した。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

大津氏が持つキャリアコンサルタントとして

の経験と、長年培った一般企業への営業経験を

活かし、「日本からワーキングプアを無くし、誰

もが夢を見れる社会を実現する」ことを目指し

て活動を開始した。 

会社設立は 2017 年 9 月の「企業プラザひょう

ご」への申し込みがきっかけとなり、準備期間

を経て、2018 年 3 月より活動を本格化させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

代表的な製品は、LINE にて無料でキャリア相

談ができる転職相談サービス「CHOICE！」であ

る。AI を利用したキャリアマッチングやオンラ

インのカウンセリングを受けられることが特徴

である。 

2018 年 9 月に簡易版がリリースされ、2019 年

1 月に正規版がリリースされた。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

大手企業向けの求人やハイキャリア向けのサ

ービスを提供する既存の大手人材系企業とは一

線を画し、社会的弱者の就職支援に特化してい

るため、本来なら経済的な余裕がなければ利用

できないツールを無料で開放している。 

広告収益やコンサルタント料に頼る従来のビ

ジネスモデルから脱し、自治体や企業から得ら

れる収益を核とする仕組みを構築。新しい就職

支援機構として様々な自治体から注目を浴び、

採用実績も積み上げている。 

さらに、特筆すべきはこれらのシステムを全

て自社開発にて構築している点である。この技

術をもって、自治体等からシステム開発を受託

することもある。 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 Compass 
所 在 地   神戸市中央区浪花町 56 

       三井住友銀行神戸本部ビル 2F 

事業内容   職業紹介・キャリアコンサルティング 

Ｔ Ｅ Ｌ   090-7555-4510 

沿 革 特徴・強み 
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【「CHOICE！」サイト画面】 

 
 

【「CHOICE！」利用の流れ】 

 
 

【「CHOICE！」の特徴】 

 
 

◆ 。 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

2021 年 6月期において売上高 1億円を見込ん

でいる。2025 年 6 月期には売上目標を 10 億円

と設定し、基幹となる人材紹介事業による売上

を全体の 70％、各種サービスから得られるサブ

スクリプションによる売上を30％とする計画で

ある。この過程においては既存のサービスでは

フォローしきれていない就業困難な人材のマッ

チングにも挑戦する。 

 
◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 

拡充したい販路（ターゲット層） 
負のスパイラルに取り込まれている貧困層の

若年者にも着目。人材データを活用し、これま

では負の情報として扱われていたデータをプラ

ス要素として捉え、与信情報として利用するこ

とも構想するなど、扱う情報の幅も拡大してい

く。この過程においてはキャリアコンサルタン

トの増員や開発体制の強化なども順次行ってい

く予定。 

また、海外進出への意欲もあり、アジア地区

（中国・インドネシア・タイ・マレーシア・ベト

ナム等）でも人材マッチングサービスを展開す

る計画としている。 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

当社サービスは自治体が推し進める就業支援

政策とも相性が良く、神戸市や宝塚市等、活動

後間もないながら採用実績を積み上げている。

様々な地方における就職の悩みや企業のニーズ

を収集することによって AI が導き出す回答は、

今後、ますます精度を高めていくものと見られ

る。 

また、LINE とチャットボットを利用したサー

ビスはキャリア相談がついたデジタル母子手帳

「MotherHelper」のように、人それぞれが持つ環

境や状況に応じたカウンセリングが可能で、企

業側においても人材の特徴を理解した上で採用

を行えるため、就業後の対応もしやすいメリッ

トがある。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 9 月 

資 本 金：86,500 千円 

従業員数：8人（非正規 14 名） 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://choice-career.com/ 

主力サービス開始時期：2018 年 9 月 

将来展望

PR 事項 
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有機野菜などを主体としたサブスクリプション EC、法人向けの卸売、東南アジアのコーヒーを、品質を向

上させて販売する「海ノ向こうコーヒー」などを展開。 

12．株式会社 坂ノ途中 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

代表取締役の小野邦彦氏は、学生時代に世界

中を旅した際、決して豊かでない土地であって

も環境負荷の少ない循環生活が営まれ、自然と

共に生きていこうとする人々の姿に感銘を受け

た。この経験が、当社を設立する際の動機・きっ

かけとなっている。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

小野氏自身の学生時代の体験から人と自然環

境との関係性を問い直すことが自身の使命との

観点に立ち、その実現方法として持続可能な農

業の普及を可能とする有機農業に着目。2 年余

りの外資系金融機関での修行期間を経て、2009

年 7 月に農業ベンチャーとして当社を設立する

に至った。 

当社は、有機野菜の定期宅配を主力とした EC

を展開し、高い継続率を実現している。小売店

舗「坂ノ途中 Soil」や飲食店と本屋の複合店舗

「本と野菜 OyOy」による直販、百貨店やホテ

ル、飲食店等への卸売も展開している。 

 

【海ノ向こうコーヒー ロゴマーク】 

2016 年からは森林保護

を目的として東南アジア

でコーヒー栽培の技術指

導を開始。スペシャルティ

コーヒーの輸入販売を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 
【有機野菜セット】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 坂ノ途中 
所 在 地   京都市下京区西七条八幡町 21 

事業内容   有機野菜・コーヒー豆の販売、 

新規就農者支援事業 

Ｔ Ｅ Ｌ   075-200-9773 

沿 革 特徴・強み 
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「100 年後も続く、農業を」をコンセプトとし

て、環境負荷の小さい農業を実践する農業者を

増やし、持続可能な循環型社会の実現をテーマ

としている。 

有機野菜に関しては、その大半を近畿エリアの

新規就農者から仕入れているのが特徴である。各

種農産物はインターネット通販や野菜類の小売店

舗「Soil」、「本と野菜 OyOy」を通じて直販を行っ

ているほか、百貨店、自然食品店、ホテル、飲食店

などへの卸売も手掛けている。 

【本と野菜 OyOy 店舗】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コーヒー豆の輸入販売に関しては、2016 年か

らラオス北部において森林減少を食い止めよう

と、森の中でのコーヒー栽培を推進するプロジ

ェクトを開始。その後、ミャンマーなど東南ア

ジアでもコーヒー栽培の品質向上を実施し、「海

ノ向こうコーヒー」として国内販売を開始して

いる。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

一般的には、新たに農業に挑戦している新規

就農者は小規模な生産になりがちで、なかなか

販路が確保できず、離農者もあとをたたない状

況にある。 

当社ではこのような状況を打開するべく、高

品質な農産物であれば小規模な生産者からでも

仕入れる姿勢を一貫して続けている。社内のシ

ステム開発等により効率性を確保し、顧客から

の共感も獲得している。 

これらの取り組みは、ベンチャーキャピタル

や政府系ファンドから高い注目を集めており、

これまで累計 8 億 4,700 万円の資金調達に成功

している。 

 
 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデ
ル、拡充したい販路（ターゲット層） 

人々の健康志向の高まりを背景にオーガニッ

ク食品の需要は拡大しており、現状では有機野

菜の販売も好調に推移している。 

新型コロナウイルスの影響に関しては、卸売

部門が若干伸び悩んでいるものの、個人向けの

インターネット販売は巣篭もり需要を取り込ん

で急伸している。 

野菜の仕入に関しても、近年は新規就農者の

みならず、周囲のベテラン農家も有機野菜の生

産に興味を持ち始めており、持続可能な農業の

輪はさらに拡大していく模様である。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

有機野菜等のオーガニック食品を支持する消

費者は徐々に増えているうえ、持続可能な農業

をテーマとする当社の姿勢は、「SDGs（国連サミ

ットで採択された持続可能な開発目標）」をはじ

めとした国際社会共通の目標にも合致しており、

今後もさらなる躍進が期待されるところである。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2009 年 7 月 

資 本 金：50,000 千円 

従業員数：50 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.on-the-slope.com/ 

主力サービス開始時期：2009 年 

将来展望

PR 事項 
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大阪大学発のバイオベンチャー企業として設立。新しい国産のゲノム編集技術「CRISPR-Cas3」の研究

開発に取り組み、各産業への応用を目指している。 

13．C4U 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

真下知士博士（現東京大学医科学研究所教授）

等が発明した「CRISPR-Cas3」ゲノム編集方法ツ

ールに基づき、ゲノム編集技術の研究開発に取

り組み、各産業への応用を目指している。 

社名は、「本発明を産業界に幅広く活用しても

らいたい」という発明者の思いを表している。 

 

【社名の由来】 

 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の平井昭光氏は、国立大学法人、私立大学、

独立行政法人等において様々な科学技術を学んでき

た。また、数多くのベンチャー企業へのコンサルティ

ングの経験を活かして、複数のベンチャー企業の取

締役及び監査役を歴任。そして、そのうち IT 関連で

1 社、バイオ関連で 2 社、役員として上場を果たし

た。このほか、顧問先及び投資先の企業の上場も数多 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い。そのような経験を活かして大阪大学発のバイオ

ベンチャー企業として 2018 年 3 月に設立。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

当社は「CRISPR-Cas3」の特許を取得し、その

オプティマイズを進めながら、製薬企業、診断

薬メーカー、受託サービス会社との提携を進め

ている。創薬バイオベンチャーであると共に、

工業・農業・医療に留まらず、多くの各産業でプ

ラットフォーム技術開発を行い、様々な技術を

生み出すことによって社会貢献につながること

を目指している。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

「CRISPR-Cas3」に先行する「CRISPR-Cas9」の

研究開発会社が海外で上場を果たしており、

CRISPR 技術は斯業界で注目されている。

「CRISPR-Cas3」は「CRISPR-Cas9」よりも大規模

欠損や安全性の観点でも優れており、特許上の

FTO も確保されている。 

ノックアウト・ノックインによるゲノム編集

プラットフォームによって医療（医薬品・診断

薬・遺伝子治療）、工業（バイオテクノロジー）、

農薬（動植物）、環境（バイオマス）分野での活

躍に期待できる。 

CRISPR 診断技術「CONAN」法によっては、迅速

でかつ高い正確性によるメリットを活かし、新

型コロナウイルス等ウイルス系や細菌系への診

断薬・検査薬の開発にも役立つことが発見され

るなど、利用ニーズは高まりつつある。 

 

C4U 株式会社 
所 在 地   大阪府吹田市 

事業内容   ゲノム編集技術に係る研究及び開発 

Ｔ Ｅ Ｌ   06-6369-7180 

沿 革 

特徴・強み 
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設  立：2018 年 3 月 

資 本 金：11,650 千円 

従業員数：3 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.crispr4u.jp/ 

主力サービス開始時期：2021 年 1 月 

【「CRISPR-Cas3」について】 

 

 

 

【「CRISPR-Cas3」の応用例】 

 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

創薬パイプライン、プラットフォーム展開を

進めており、5 年後には幅広く資金を一般から

調達して創薬など各種の応用を進めたい。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

将来的には製薬会社を始めとする医療業界及

び食品分野・工業分野のほか、各産業への販路を

築き、社会貢献することを目指している。 

 

 

 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

「CRISPR-Cas9」の基礎研究を行ったジェニフ

ァー・ダウドナ氏とエマニュエル・シャルパン

ティエ氏が 2020 年のノーベル化学賞を受賞す

るなど、CRISPR 技術は斯業界でも注目されてい

る。当社はこの技術にいち早く着目し、2018 年

3 月に「CRISPR-Cas3」の産業応用を行うため設

立。特許による独占権を取得し、研究開発を行

う体制を構築した。 

「CRISPR-Cas3」は「CRISPR-Cas9」よりも大規

模欠損や安全性の観点でも優れており、特許権

による FTO を提供できる。今後サービスが提供

されると、新型コロナウイルス用診断薬を始め、

医療現場への応用が期待されるほか、農業分野

でも品質の良い安全な作物を創出することなど

が可能となる。 

 

【C4U の目指すもの】 

 

 

会 社 概 要 
  

将来展望

PR 事項 
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コア技術である枯草菌の遺伝子集積法を利用した DNA 合成技術（OGAB 法）を駆使し、DNA 合成並びに

遺伝子細胞治療薬開発の技術プラットフォーマーを目指す。 

14．株式会社 シンプロジェン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 
神戸大学においてバイオ生産工学・合成生物

学の研究を統括していた近藤昭彦氏は、長年に

わたり枯草菌を用いた DNA 合成法の研究を行っ

ていた柘植謙爾氏を、自身が研究科長を務める

科学技術イノベーション研究科に迎え入れた。 

一方、同研究科の技術シーズ事業化において

中心的な役割を果たすのが 2016 年 1 月に設立

された株式会社科学技術アントレプレナーシッ

プ社（STE 社）であり、その事業プロデューサー

役を担っているのが山本一彦氏である。 

シンプロジェンは、STE 社の第 2 号の支援案

件として 2017 年 2 月に創業された。代表取締役

には複数のバイオベンチャーの経営経験を有す

る村瀬洋子氏を招き入れた。 

◆ 創業者の経歴 

近藤昭彦氏（神戸大学大学院教授）は、バイオ

生産・合成生物学の分野で世界を代表する研究

者の一人である。現在、近藤氏の研究室は約 150

名と大規模で、相互にシナジー効果を有する先

端テクノロジーが集積された、国内における合

成生物学の一大研究拠点となっている。 

柘植謙爾氏（神戸大学大学院特命准教授）は、

これまで 15 年以上にわたって三菱化学生命科

学研究所及び慶応義塾大学先端生命科学研究所

において枯草菌を用いた DNA 合成法の研究を重

ねてきた、当社独自技術の開発者である。 

山本一彦氏（神戸大学大学院教授）は大手企

業やベンチャー企業の財務、経営戦略の責任者

を歴任した後に独立系ベンチャーキャピタルを

設立し、創業期の企業の投資育成に取り組む一

方、コーポレートファイナンスの専門家として

多くの企業にコンサルティングを提供してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

◆ 技術とその特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当社のコア技術である OGAB 法は、枯草菌の特

性を利用したユニークな遺伝子集積法であり、

世界最多の DNA 断片を集積できる DNA 合成技術

である。最も大きな競合優位性は、従来の技術

では合成の難易度が高い DNA 配列（最大 100kb

までの長鎖 DNA、70％を超える GC 含量の DNA、

繰り返し配列を含む DNA 等）を、精確に合成で

きるという点にある。 

 開発当初における OGAB 法は操作に熟練を要

するため商業化が難しいとされていたが、柘植

等は、インフォマティクスと自動化技術を OGAB

法に組み合わせることにより、その商業化を可

能にした（第二世代 OGAB 法）。 

株式会社 シンプロジェン 所 在 地   神戸市灘区六甲台町 1-1 

事業内容   DNA 合成、遺伝子治療 

Ｔ Ｅ Ｌ   078-303-0235 

沿 革 特徴・強み 

◆ 世界最多の 50 個以上の DNA 断⽚を 
1 ⼯程で集積可能 

◆ 原理的に変異が⼊らず、非常に正確に 
DNA 合成が可能 

◆ ⾃動化技術と⾼い親和性がある手法 



 34

◆ 事業領域と知財戦略 

2019 年より、OGAB 法を利用した DNA および

DNA ライブラリーの受託合成サービスを展開し

ている。さらに、合成した DNA を医療分野に応

用するため、新たなモダリティ（治療の手段）と

して非常に注目される、遺伝子細胞治療の領域

へと事業展開を図る。 

2020 年 10 月、ポートアイランドの医療産業

都市内に新しくオープンしたクリエイティブラ

ボ神戸に入居し、商業用ラボ／ファクトリーエ

リアを大幅に拡張した。本施設内には、遺伝子

治療において盛んに利用されるウイルスベクタ

ーの研究開発体制を構築している。2021 年内に

は、遺伝子治療用ベクターの受託作製・分析サ

ービスに着手する計画で、DNA 合成からウイル

スベクターの作製まで当社で一貫して開発でき

る体制構築を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最先端のバイオテクノロジーである DNA 合成

及び遺伝子治療は、国際的に知財の争奪戦が非

常に激しい分野であり、当社はその優れた DNA

合成技術を商業化するための基盤を強固にする

べく、大手化学メーカー及び高機能遺伝子デザ

イン技術組合から本技術に関係する複数の特許

を取得。さらに、神戸大学からは独占的実施許

諾を受け、非常に模倣困難性の高い技術プラッ

トフォームを構築している。 

これらの堅牢な知財ポートフォリオを活用す

ることで Spiber 株式会社（植物由来のバイオマ

スを主な原料として、独自の微生物発酵技術に

よりタンパク質素材を生産する企業）からは出

資を受けるだけでなく、事業提携も含む戦略的

アライアンス契約を締結したほか、複数の研究

機関や企業からの依頼を受け、DNA 合成の受託

事業を行っている。 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
近年急速に成長を続ける合成生物学の分野に

おいては、微生物の遺伝子回路設計のため、複

雑な配列を有する DNA が必要とされている。当

社の DNA 合成の受託事業の需要は今後さらに増

大することが期待されることから、DNA 合成の

製造キャパシティを大幅に拡張し、DNA 合成受

託ビジネスの顧客基盤をさらに拡充してゆく。 

加えて、遺伝子治療用ベクターの研究開発に

も注力する。遺伝子細胞治療薬の臨床試験の件

数は近年著しく増加しており、大手グローバル

製薬企業も遺伝子細胞治療薬を開発するベンチ

ャー企業の獲得に盛んに取り組んでいる。遺伝

子細胞治療薬の製造工程においてプラスミド

DNA は製造用原料として利用されており、その

品質改善と製造コスト低減が遺伝子細胞治療の

産業的普及において極めて重要な課題となって

いる。 

当社では、あらゆる DNA 配列を精確に合成で

きる OGAB 法の特徴を活かし、従来の課題を解決

できる技術の開発を目指す。それは遺伝子治療

薬の開発に興味関心のある製薬企業にアピール

する材料となる可能性が高く、今後の販路拡大

につながると考えている。 

 

 

 

当社の特徴としては、長鎖 DNA、高 GC 含量や繰

り返し配列を含む DNA合成できる独自技術、DNA 合

成、治療用ベクター作製・分析の受託サービス展

開、ウイルスベクター、プラスミド DNA の製造に

関するプラットフォーム技術開発があげられる。 

 

 
 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 2 月 

資 本 金：568,000 千円 

従業員数：10 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.synplogen.com/ 

将来展望

PR 事項 
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遠隔治療について、今後は ICU 以外の領域、例えば救急や麻酔、在宅医療などの分野にも業務を

拡大するとともに、専門医の充実も図る方針。 

15．株式会社 T-ICU 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

 

代表取締役の中西智之氏は1976年 4月 10日、

兵庫県出身。2001 年に京都府立医科大学医学部

を卒業し、同大学外科研修医となる。2003 年熊

本赤十字病院心臓血管外科、2007 年横浜市立大

学麻酔科学教室入局。2009 年武蔵野赤十字病院

救急救命センター、2013 年守口生野記念病院救

急科部長を経て、2016 年 10 月に株式会社 T-ICU

を設立して、代表取締役に就任している。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

ICU は、設備は整っているものの、ICU の専門

医が少ないことが多い。以前、赴任先の病院に

おいて、専門医でない医師が ICU を担当してい

た状況を目にし、専門医が関わる必要性を感じ

た。こうした中で、アメリカにおける遠隔 ICU を

知るに至り、日本国内においても普及させてい

きたいと考えるようになった。 

最近は解釈変更でオンライン診療もできるよ

うになったものの、日本では遠隔 ICU は法律上、

医療行為とはならないため、正式に解禁される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

までには至っていない。そのため、医療を提供

する施設としては開業することができず、独立

して会社を設立する必要に迫られた。 

また、当初、医師 3 名が起業を手伝い、活動

資金を出資してくれたが、この出資金の受け皿

という意味に加え、医療機器メーカーと交渉が

できるようにしたいといった目的もあり、会社

を設立するに至った。 

 

◆ 事業にかける思い 

ICU は、急性期医療の要であり、命に直結する

医療行為をしているため、安全性を第一に考え

ている。このことを肝に銘じ、忘れないように

している。 
 
 
 
 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【遠隔 ICU】 

 

「遠隔 ICU」とは、遠隔地から集中治療専門医

沿 革 

株式会社 T-ICU 
所 在 地   兵庫県芦屋市大桝町 3-13 

事業内容   医療情報提供サービス業 

Ｔ Ｅ Ｌ   050-5213-8950 

特徴・強み
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が、現場の医師や看護師から提供された情報を

基にアドバイスを行うことで、現場の医師や看

護師の負担を軽減するシステム。国内でこうし

たシステムを提供しているのは、唯一当社のみ

である。 

国内における集中治療専門医がまだ少ない状

況の中、集中治療医が電話などにより遠隔サポ

ートを行うことは、患者を救うために非常に有

効であると考えている。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

当社の遠隔 ICU においては、40 歳前後の経験

豊富な専門医 25 名が賛同し、集まっている点が

強み。 

医師は出身大学の繋がりが強固なため、各大

学が異なるとやり方や考え方が変わることが多

いが、このビジネスに賛同してくれる医師たち

は、基本的に別々の大学出身でありながら、そ

れぞれを尊重しつつ医療に従事している。 

また、専門医 25 人は、それぞれ所属する病院

があり、業務委託の形で従事しているが、社内

にも医師が 2 名おり、現場の問題点や、ニーズ

への対応方法を認識できていることも強みとな

っている。 

 

 

◆ 今後の事業展開、5 年後、10 年後の目標とす
る到達点やロールモデル 

事業を継続するのであれば、現状の事業モデ

ルは全て経過点であり、将来的には遠隔医療を

メインとする計画。現在は遠隔 ICU だけを行っ

ているが、救急や麻酔、在宅医療など他分野に

も展開したいと考えている。 

救急は ICU よりも業務範囲は広いが、緊急性

は低くなる。ICU は患者が重症であることが多

く、夜間・土日であっても、専門医が関わらなけ

ればならず、その点からも必要性が高い。その

ため、業務モデルを確立することができれば、

救急分野でも活用が可能で、他の分野でも応用

が効くようになる。 

今後の展開は海外を見据えている。現在、海

外の新型コロナウイルスの重症患者のサポート

を日本から行う話もある。 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

今後は、ICU 以外の領域、例えば救急や麻酔、

在宅医療などの分野にも広げていきたい。遠隔

医療が市民権を得るとともに、通常医療も遠隔

で行うようになる。 

また、海外への展開を図りたい。時差を利用

した診療で、お互いをカバーできれば面白いと

考えている。 

病院同士の情報はインターネット経由で共有

できるため、どこにいても遠隔医療・遠隔相談

サービスを提供することはできると考えている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

当社の業務は、病院患者の情報を見るシステ

ムを作ることと、相談に応じる医師を集めるこ

とである。 

従来からシステムを作る会社はある。しかし、

システムに加え、専門医を集めている会社はな

く、システムのみを入れたとしても、専門医が

いないと相談に応じることはできない。 

システムの構築から専門医を集めるまでの過

程をワンストップで提供し、問題解決できるの

が当社の強みである。 

 

◆ 活⽤しているコミュニティ 

医師のコミュニティは狭く、2～3人あたれば

誰かにつながり、院長などを紹介してもらえる

ことがある。 

業種を問わず起業家で集まるコミュニティと

しては、「神戸医療産業都市」に参加している。

病院・医療機器メーカーなどが集まっており、

神戸市も参加して応援してくれている。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2016 年 10 月 

資 本 金：93,785 千円 

従業員数：11 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https:t-icu.co.jp 

主力サービス開始時期：2018 年 6 月 

 

将来展望

PR 事項 
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AI が新たなデータを創出するデータ生成技術を活かした AI プロダクトの共同開発を推進。 

 

 

16．株式会社 データグリッド 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

 

代表取締役である岡田侑貴氏は、京都大学に

おいて機械学習分野の研究を行い、京都の AI ベ

ンチャーなどで金融データの解析業務を手掛け

てきた。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

岡田氏は、京都大学における経験のなかで、

ディープラーニングアルゴリズムの一種である

GAN（敵対生成ネットワーク）を利用した AI に

よって、これまでに実在しなかったコンテンツ

や疑似データを創り出すデータ生成技術のビジ

ネス利用に可能性を見出した。 

当時、データ生成技術をビジネスレベルでサ

ービス展開している企業がなかったため、自ら

起業を決意。在学中の 2017 年に当社を設立する

に至った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【全⾝モデル⽣成 AI イメージ】 

※全身モデル生成 AI で生成された実在しない

人物（デジタルヒューマン）の着ているもの

や性別などが動画で徐々に変化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 当社は大手企業を中心としたパートナー企業

とのオープンイノベーションにより、新たな AI

プロダクトの創出を事業としている。当社の研

究開発により蓄積された様々な AI アセットと

パートナー企業のアセットを組み合わせること

沿 革 特徴・強み 

株式会社 データグリッド 
所 在 地   京都市左京区吉田本町 36-1 

京都大学国際科学イノベーション棟 

事業内容   AI 開発及びコンサルティング 

Ｔ Ｅ Ｌ   075-286-4470 
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により、新プロダクトの創出を狙う。これまで

に株式会社 NTT ドコモや株式会社アエリアとい

った大手企業との共同プロジェクトを立ち上げ、

デジタル試着サービスやゲームキャラクタ自動

生成サービスの開発を行っている。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

AI は、これまで高度な情報処理システムとし

て活用されてきたが、近年はディープラーニン

グ（深層学習）の研究によって AI を利用した「予

測」や「認識」領域の社会実装は加速している。 

一方で、ディープラーニングアルゴリズムの

一種である GAN（敵対生成ネットワーク）と呼ば

れるデータ生成技術が急速に発展している。当

社は AI 利活用の第 3 極となるこの「生成」領域

を他社に先駆けて取り組み、京都大学との共同

研究や多くの京都大学出身の AI エンジニアを

擁することにより、データ生成 AI の領域におけ

るリーディングカンパニーに成長した。 

また、パートナー企業とともに新たな AI プロダ

クトを創出するために、外資コンサルティング

ファーム出身者を中心とする事業開発チームを

組成することで、テクノロジーだけでなく、ビ

ジネス成果も追求している。データ生成領域に

おいて、テクノロジーとビジネスを調和させ、

AIプロダクトを創出することこそが当社の強み

である。 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

現在はデータ生成 AI による実際には存在し

ない人物の生成等で、アパレル、広告、エンター

テイメント系の業界から注目を集めているが、

疑似データの生成技術の使い道はこれら業界に

とどまらない。 

メーカーでは、製品の検品工程において、不

良品を発見するために良品と不良品の違いに関

するデータが必要となるが、製造ラインの性能

が高くなるほど不良品が発生しづらくデータを

集められないといった問題がある。これをデー

タ生成 AI によって擬似的な不良品のパターン

を生成し、さらなる精度・生産効率の向上に繋

げることができる。 

また、セキュリティ関連、製薬関連において

も疑似データの生成によって研究サンプルを増

やすことで開発スピードを早めることができる。 

さらに、医療分野ではレントゲンや CT で撮影

した病巣写真は、基本的に個人情報であるため

取り扱いが制限されるが、病巣の疑似データを

作成することでそうした制限はなくなるため、

治療や医療技術向上のための研究にも貢献する

ことができる。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

基本的に、データ生成 AI をコアとして他企業

のデータやビジネスと組み合わせることでシナ

ジーを生み出す狙いがあるが、様々な服装を自

分の写真に組み合わせることができる「デジタ

ル試着」サービスなどのサービスも開発中であ

る。 

将来的には、アジアをはじめとした海外にも

事業を展開していく方針である。 

 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

現在もデータ生成 AI をビジネスとして展開

している企業は国内において当社のほかにはな

い。 

その反面、市場の開拓もこれからといったと

ころであるが、疑似データの作成など、これま

でになかった技術であるだけに、様々な業界か

ら注目を浴びており、今後の事業拡大に大きな

期待がもてる。 

 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 

資 本 金：21,500 千円 

従業員数：15 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://datagrid.co.jp/ 

主力サービス開始時期：2017 年 

  

将来展望 

PR 事項 
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脳の認知機能を「見当識」「注意力」「記憶力」「計画力」「空間認識力」の 5 側面に分類し、個々の認知機能

の特性に合わせたトレーニングが可能なクラウドサービス「脳活バランサーCogEvo」を展開。 

17．株式会社 トータルブレインケア 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の河越眞介氏は、超高齢社会を迎

え、信頼できるデータに基づいたエビデンスベ

ースの本物の商品を医療機関などに営業展開し

ていくなかで、認知症の理解を深めるため日本

認知症学会にも所属し、多くの大学の研究者の

先生方と交流を深めた。そうした中で、現状で

は簡便な認知機能の効果測定するものは無く、

同様に認知症の早期発見には時間や手間がかか

るなど大きな課題があることを知った。そこで

認知症の早期発見の観点で貢献できる事業の立

ち上げを検討する事になり、まず知識を深める

ために、認知症早期発見予防研究会への参加や

認知症早期診断等を実施している病院・クリニ

ック等や企業を訪問し、徹底的にヒアリングを

行った。 

しかし、既存の製品や検査はどれも、認知症

かどうかを診断するためのツールであり、時間

と人手が掛かる旧来のもので、早期に認知機能

の変化を捉え、予防に役立つものではなかった。

そのような中、高次脳機能障害のリハビリ用に

使われているツールが存在することを知り、そ

れを基に、「認知機能を見える化」することで認

知症の早期発見に繋がるのではないかと考え、

クラウドシステムとして認知機能のアセスメン

トツールの開発に乗り出すこととなった。 

2015 年 10 月、内閣府の革新的研究開発推進

プログラム（ImPACT）事業で、2015 年度の

「Healthcare Brain チャレンジ」に CogEvo の

前身である脳活バランサーを主軸とした美しい

脳プロジェクト「脳のいきいき健康教室」が入

選した。それを機に一線を画した形として新た 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な需要を見込み、また同事業は河越氏が人生の

テーマとして掲げる「社会課題の解決」と合致

したことで企業を立ち上げるに至った。 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【CogEvo（コグエボ）の操作イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県の新産業創出支援事業等の補助金や助

成金を活用し、自分で認知機能を知ることがで

き認知症の課題を解決する「CogEvo」の開発を

開始。医療機器分野では三菱ケミカルホールデ

ィングスグループの生命科学インスティテュー

トと業務提携し共同開発を行っている。 

2017 年 3 月には「CogEvo（コグエボ）」として

認知機能のチェックとトレーニングができるク

ラウドサービスとして商品化し、販売を開始し

た。 

ビジネスモデルとしては、サブスクリプショ

株式会社 トータルブレインケア 
所 在 地  神戸市中央区港島中町 4-1-1 

ポートアイランドビル 6F 

事業内容  情報サービス 

Ｔ Ｅ Ｌ  078-335-8467 

沿 革 

特徴・強み 
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ンであり毎月の利用料金が支払われる。また、

プロと呼ばれる施設版並びにパーソナルと呼ば

れる個人版の 2 種類を擁している。タスクの英

語バージョンも完成している。さらに、2021 年

4 月頃には法人向けとして「CogEvoBiz」の利用

開始を予定している。 

◆ 強み・アピールポイント 

各分野の第一人者の先生方との共同研究によ

り作成した論文に基づくエビデンスベースを重

視し、研究・開発・テストマーケティングを過去

5 年間実施してきた。データ解析に時間を掛け

着実にエビデンスを構築している。 

例えば、国立長寿医療研究センターが行って

いる認知症を抑制できるかを検証する国家プロ

ジェクト「J-MINT」研究において、ナショナルス

タンダードの認知機能検査 10 項目のうちに

「CogEvo」が追加されたほか、認知症以外では

脳震盪の分野で日本ラグビーフットボール協会

のスポーツドクターが「CogEvo」を使うなどエ

ビデンスの社会実装が始まっている。 

まずは認知症の早期発見・予防としてヘルス

ケア分野で実績を作ることで、三菱ケミカルホ

ールディングスの LSII が医療機器分野で販売

を担う。 
 

 

 

◆ 今後の事業展開、 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデ
ル、拡充したい販路（ターゲット層）等 

今後の事業展開に関して、5 年後の売上高は

10 億円規模を目標とする。上場を目指すよりも

売上を伸ばして利益を確保し、内閣府や経産省

等の支援を活かした国のモデルとして活躍して

いきたい。 

人員の増加意向はあまりなく、クラウドシス

テムをもって連携した企業体及び企業グループ

として、当社は開発・研究・テストマーケティン

グを実施し、販売に関してはそれぞれの業界の

知見を持った企業に任せる意向となっている。 

10年後の事業展開に関しては不透明な部分も

多いが、5 年先には日本の認知症予防の成功モ

デルをもって日本を飛び出し、海外に向けて展

開する意向がある。 

テストマーケティングを行いながら、商社と

提携し、認知症予防の脳トレとして「CogEvo」を

展開させ、各国ごとにカスタマイズする世界戦

略を思い描いている。 

ただし、アメリカなどでも研究は進められて

おり、類似品も多く出現していることから早期

の海外展開が必要であり、積極的に資金調達を

してでも実施しないといけないと感じている。 

しかし、現時点では新型コロナウイルス感染

症の拡大による影響なども含め、先の読みづら

い展開が否めない。また、現在は事業の基盤固

めが必要であると実感している。 

 
 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 
2015 年度、内閣府革新的研究開発推進プログ

ラム（ImPACT）「脳情報の可視化と制御による活

力あふれる生活の実現」「HealthcareBrain チャ

レンジ」に入選したほか、同年第 12 回池田泉州

銀行コンソーシアム研究開発助成金事業に入選。

2016年度は兵庫県新産業支援事業や新連携事業

分野開拓計画に認定された。2017 年度は新連携

事業分野開拓計画の補助金が採択されたほか、

ILS パワーマッチング BEST20、SOMPO 賞を受賞

するなどした。さらに 2019 年度ではひょうごク

リエイティブビジネスグランプリ 2019 の最優

秀賞に選ばれた。2020 年度では SOMPO ホールデ

ィングス、国立研究開発法人長寿医療研究セン

ター、カロリンスカ研究所が開発した「SOMPO ス

マイル・エイジングプログラム」に採用。日本郵

便株式会社が全国で展開する「郵便局のみまも

り訪問サービス」にも脳活トレーニングとして

採用されている。 

このように認められるなかで更なるエビデン

スの構築にも取り組んでおり、「CogEvo」を多く

の人に活用してもらえるシステムとして提供し、

健康寿命の延伸に寄与する。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2015 年 11 月 

資 本 金：54,500 千円 

従業員数：7人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://tbcare.jp 

主力サービス開始時期：2016 年 9 月 

将来展望

PR 事項 
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インターネットを用いた医療システムの開発・運営を手掛け、女性や若者向けのオンライン診察サービスに

注力。診察のみならず健康管理支援・予防に至るまでユーザーに身近に寄り添うサービスを提供。 

18．株式会社 ネクイノ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の石井健一氏は外資系大手製薬会

社での経験から、特に関西圏での医師ネットワ

ークを有する。 

創業後は医療・介護系マーケティング会社を

経営。開業医から大規模病院までをクライアン

トに抱えるため、医療連携の構築を得意として

いる。なお、経営大学院では主にマーケティン

グを専攻していた。 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

石井氏は大学卒業後、製薬会社の MR として活

動する中で、日本の保険制度を中心とした医療

水準は世界トップクラスと感じていたものの、

予防医療等のカバーできていない分野を懸念し

ていた。そこで、2013年に最初の会社を創業し、

医療機関向けに DX の推進、マーケティング手法

を用いた新たな体系構築の提供を行ってきた。

その後、2015 年 8 月に厚生労働省より遠隔医療

に関する規制緩和の一報を受けたことで、新た

な可能性を感じ、2016 年 6 月に新たなチームで

当社を設立した。 

 

◆ 事業にかける思い 

「世界中の医療空間と体験を Redesign（サイ

テイギ）する」をミッションに掲げ、ICT の活用

により医師、看護師、薬剤師などの医療従事者

と生活者を繋ぐことで、診察だけに留まらず、

健康管理支援から未病対策といったユーザーの

生活スタイルや健康状態に寄り添うサービスを

提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

医師や薬剤師など医療にバックグラウンドを

持つ人材が集結し、インターネットを用いた医

療サービスの開発・運営を行っている。 

当社のコアサービスであるピルのオンライン

診察サービス「スマルナ」は生理や避妊に関す

る悩みを持つ方と医師、助産師、薬剤師などの

医療従事者を繋ぎ、24 時間のオンライン診察や

ピルの処方、無料相談を受けられる婦人科系疾

患特化型オンライン診察プラットフォームとし

て 2018 年 6 月にリリースした。 
 

◆ 強み・アピールポイント 

「スマルナ」は、女性が生理によってパフォ

ーマンス低下を余儀なくされる期間（年間約 84

日）をゼロにしたい、生理の体調不良による国

内の経済的損失（年間 6,828 億円）を無くした

い思いがあり、開発に至った。 

サービス開始以降、順調にユーザー会員数は

増加し、わずか 2年半で累計 39 万ダウンロード

を突破するなど、主に 10 代～30 代の女性を中

心に多くのユーザーに利用されている。 

 

【「スマルナ」サービスサイト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 ネクイノ 
所 在 地  大阪市曽根崎新地 1-13-22 

      御堂筋フロンティア WeWork 

事業内容  遠隔医療システムの開発及び運営 

沿 革 特徴・強み 
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【「スマルナ」アプリ画面】 

 

【「スマルナ」アプリ画面】 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

オンラインで獲得したユーザーのオフライン

との融合、いわばオフラインでの検査体制の確

立、教育コンテンツの拡充を図っていくととも

に、関西初のユースクリニックとしての立ち位

置にある「スマルナクリニック」の運営にも、更

に注力していく意向である。 

昨今のコロナ禍による在宅時間の急増によっ

て、特に思春期ならではの性に関する問題が懸

念されており、若者向けに特化した相談窓口を

確立すべく、オンライン・オフラインの両面で

対応可能な事業を展開していく。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在は大阪・福岡に店舗を構えているが、今

後の構想としては国内主要都市 5 拠点（大阪・

福岡・関西・関東・名古屋）にスマルナを冠した

直営クリニックを展開し、全国各地でいつでも

ユーザーが駆け込める医療体制を確立すること

で、より医療が身近な存在として生活者に寄り

添っていける社会を創造していきたいとしてい

る。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

国内におけるピルの普及率は世界水準と比較

した場合、フランスでの普及率が約 40％である

のに対し、日本は 3％程度と非常に低く、ピルの

存在自体を知らない人も沢山いるのが実情とさ

れる。 

こうした状況の下、当社が「スマルナ」を提供

することで、ピルの存在・実用性が認知される

とともに、実際にピルを服用したユーザー間で

実体験を共有できるコミュニティとしての役割

をも果たすものといえる。 

また、同サービスは女性向けオンライン診察

という分野に特化しており、ピルという領域を

深堀していける点や一定の領域内にてフルバリ

ューチェーンで提供できるところは他社の追随

を許さない当社の強みといえる。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2016 年 6 月 

資 本 金：100,000 千円 

従業員数：78 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://nextinnovation-inc.co.jp 

主力サービス開始時期：2018 年 6 月 

  

将来展望

PR 事項 
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世界で認められた「切らないゲノム編集®」と強固な知財戦略によって構築されたプラットフォームにより、

マイクロバイオーム治療の最先端を切り拓くグローバル・リーディング・カンパニーへ。 

19．株式会社 バイオパレット 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 
神戸大学においてバイオ生産工学・合成生物

学の研究を統括していた近藤昭彦氏は、米国で
合成生物学の研究を行っていた西田敬二氏を
2013 年に自身の研究室へ迎え入れた。西田氏主
導によるゲノム編集の研究が開始され、その研
究によって新たなゲノム編集技術（塩基編集）
が開発された。 

一方、神戸大学大学院科学技術イノベーショ
ン研究科の技術シーズ事業化におけるシードア
クセラレーターとして、山本一彦氏らを中心と
して株式会社科学技術アントレプレナーシップ
（STE 社）が 2016 年 1 月に設立された。バイオ
パレットは、STE 社の第 1 号の支援案件として
2017 年 2 月に創業。代表取締役にはバイオベン
チャー複数社の経営経験がある村瀬祥子氏を招
き入れた。 

◆ 創業者の経歴 
近藤昭彦氏（神戸大学大学院教授）は、バイオ

生産工学・合成生物学の分野で世界を代表する
研究者の一人であり、過去 5 年間に獲得した代
表研究費ランキングで日本一（「日本の研究．com」
調べ）になるなど、国内外の研究機関や企業と
の共同研究を多数進めている。現在、近藤の研
究室は約 150 名と大規模で、相互にシナジー効
果を有する先端テクノロジーが集積された、国
内における合成生物学の一大研究拠点となって
いる。 

西田敬二氏は、自身が開発に成功したゲノム
編集（塩基編集）を 2016 年 8 月にサイエンス誌
に発表し、この技術は世界中の研究者や投資家
から極めて高い評価を受けるに至っている。な
お、西田氏は 2016 年 11 月に 30 代の若さで神戸
大学大学院の正式な教授に就任した。 

山本一彦氏（神戸大学大学院教授）は大手企
業やベンチャー企業の財務、経営戦略の責任者 
を歴任した後に独立系ベンチャーキャピタルを
設立し、創業期専門のベンチャーキャピタリス
トとして企業の投資育成に取り組む一方、コー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ポレートファイナンスの専門家として多くの企 
業へコンサルティングを提供してきた実績を持
つ。 

◆ 資⾦調達 
当社は、2017 年 5 月から 2018 年 6 月にかけ

て、米系大手ベンチャーキャピタル 3 社からシ
ードファイナンスとして約5億5,000万円、2020
年 9 月に国内最大手ベンチャーキャピタルであ
るジャフコ グループ（株）からシリーズ A ファ
イナンスとして約 10 億円を調達しており、累計
資金調達額は約 15 億 5,000 万円となっている。 
 

 

◆ 技術とその特徴 
CRISPR／Cas9に代表される従来のゲノム編集

技術が DNA 二本鎖の切断を前提としているのに
対し（切るゲノム編集）、当社の塩基編集技術で
は DNA を切らずに変異を導入できることが大き
な特徴である（切らないゲノム編集®）。切るゲ
ノム編集の場合、DNA 切断後の細胞修復機構に
よる一定の不確実性の下での遺伝子編集となる
が、切らないゲノム編集®の場合、塩基変換酵素
による精密・正確な遺伝子編集を実現できる。 

DNA を切断しないことは細胞への毒性の点で
も有利に働く。切るゲノム編集では、特に細菌
等の原核細胞においては DNA の切断がストレス
となり、応用が難しい場合もある。一方で切ら
ないゲノム編集®は、細胞毒性が低く、細菌を含
む幅広い細胞へ適用可能である。また、同時に
複数箇所を標的として編集を行う多重編集に適
している点も切らないゲノム編集®の特徴であ
る。 
 

 

 

 

 

 

 

当社の塩基編集には、塩基変換酵素の種類に
より 2 種類の技術が存在する。「Target－AID®」

株式会社 バイオパレット 
 

沿 革 

特徴・強み 

所 在 地   神戸市灘区六甲台町 1-1 

事業内容   DNA を切らないゲノム編集 

Ｔ Ｅ Ｌ   078-882-6225 
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はデアミナーゼによる特定パターンの塩基置換
を、「Target－G®」はグリコシラーゼによるラン
ダムな塩基置換を誘導する技術であり、特徴の
異なる 2 種類の塩基編集を目的に応じて利用す
ることで、効率的な育種が実現できる。 

◆ 事業領域と知的戦略 
当社では「切らないゲノム編集®」（塩基編集）

をコア技術とし、創業以来、医療、農業、産業バ
イオ、研究ツールなどの分野への事業展開の可
能性を検討してきた。また、事業分野の検討と
密接に関連する形で、ゲノム編集領域のビジネ
スにおいて極めて重要となる知財基盤の構築を
戦略的に進めてきた。 

塩基編集の基本特許は、世界で神戸大学とハ
ーバード大学の 2 グループのみが基本特許を有
している。当社は神戸大学から塩基編集の基本
特許の独占的実施許諾を受けていることに加え、
ハーバード大学からセラピューティクス分野に
おいて独占的に塩基編集の実施許諾を受けてい
る Beam Therapeutics 社（米国）と独占的クロ
スライセンス契約を締結した。この契約により、
マイクロバイオーム・セラピューティクスの分
野においては、Beam 社が有するハーバード大学
の塩基編集を含むゲノム編集関連技術の知財が
当社に集約された。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社の注力事業分野は「マイクロバイオーム
治療」であり、塩基編集を利用して革新的なマ
イクロバイオーム治療を開発することを目指し
ている。「マイクロバイオーム」とはヒトの体に
共生する微生物の集合体であり、近年の研究に
より、マイクロバイオームが健康状態や様々な
疾患と関連することが明らかとなってきている。
そして、「マイクロバイオーム治療」とは、マイ
クロバイオームの調整・改変に積極的に働きか
けることで、疾患の治療を行うものである。 

マイクロバイオーム治療では、マイクロバイ
オームを構成する細菌を医薬品として投与する
Live Biotherapeutic Products（LBPs）と呼ば
れる治療モダリティの開発が米国を中心に進ん
でいる。LBPs の開発では野生型細菌を用いるも
のが先行しているが、ここ数年ではより先端的
な手法として遺伝子組換え細菌を利用するLBPs
の開発も試みられている。野生型細菌を利用す

るものを第一世代、遺伝子組換え細菌を利用す
るものを第二世代とすると、当社は、塩基編集
によって精密かつ機能的に改変した細菌を利用
する第三世代の LBPs の開発を目指している。 

 

 

◆ 今後の事業展開 
当社はマイクロバイオーム治療のグローバ

ル・リーディング・カンパニーを目指している。
ゲノム編集を駆使して LBPs（第三世代の LBPs）
を創出する独自のプラットフォームを基盤とし、
新たな治療モダリティとして注目されるマイク
ロバイオーム治療の分野において、優れた治療
効果が期待できる製品パイプラインを継続的に
生み出していきたい。 

その実現に向けて、当社は 2020 年 10 月、ポ
ートアイランドの医療産業都市地区に新しくオ
ープンしたクリエイティブラボ神戸内に自社研
究施設を移転拡張した。ゲノム編集およびマイ
クロバイオーム関連の専門研究設備のセットア
ップを完了し、研究開発を推進する体制を構築
している。 

マイクロバイオームの中でも当社が注力する
領域は口腔と皮膚である。これらの領域では自
社主導による研究開発を進めつつ、ヘルスケア
関連企業等の開発パートナーとの連携を図って
いく。また、腸領域については長期的な取り組
み領域として位置付け、大手製薬企業への導出
等、マイクロバイオーム治療に取り組む企業と
の早期段階からの連携を検討する。 

 

 

 

当社の特徴としては、世界で認められた塩基

編集技術、強固な知的財産で守られたマイクロ

バイオーム治療における独自のプラットフォー

ム、マイクロバイオーム治療の最先端の潮流を

切り拓く第三世代 LBPs があげられる。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 2 月 

資 本 金：776,784 千円 

従業員数：11 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.biopalette.co.jp/ 

将来展望

PR 事項 
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ディープラーニングを必要としない少量のデータからの特徴抽出に優れ、解釈性にも優れるスパースモデ

リング技術を活用した AI サービスを展開。今後は医療分野での事業化を目指していく。 

20．株式会社 HACARUS 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ 創業者の経歴 
【代表取締役 藤原 健真氏】 

 

代表取締役の藤原健真氏は、高校卒業後に単

身でアメリカに渡りカリフォルニア州立大学に

留学。帰国後、株式会社ソニー・コンピュータエ

ンタテインメントにてエンジニアとしてゲーム

機「PlayStation」の開発に従事した。その後、

数社のテクノロジーベンチャー企業の共同創業

を経験し、2014 年 1 月に当社を設立している。 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

当社創業設立のきっかけは、藤原氏の妻がABC

クッキングに勤務していたことから体質改善等

を効率的に行うために、簡単にカロリー計算が

できればといった発想から生まれている。 

例えば、食材を台に置くだけでカロリーが判 

明し自動計算するといったガジェットを作るこ

とを目指し、健康アプリの開発に着手したこと

が始まりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ 事業にかける思い 

「テクノロジーを駆使した医食同源の実現」

「120 歳まで生きる」を当社のミッションとし

て、医療関係で事業基盤を築いていくことを目

指している。 

健康領域においては、ライフログや食事の記

録など、詳細にデータを残していくことが困難

であるが、当社では、AI の中でも、少ない情報

から全体像を的確にあぶり出す「スパースモデ

リング」という技術を得意としており、健康領

域との親和性も高い。 

こうして確立された AI の技術をコアとし、他

の領域やあらゆる課題解決に役立てていくこと

で付加価値を生みながら、軸を広げるとともに、

企業成長を果たしていきたいとしている。 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社では、以下の 5 つの事業を展開している。 

① AI アカデミー 

AI 化を推進する際には、社内の AI の種を見

つけて、どのように進めていくかを考える人材

沿 革 

特徴・強み 

株式会社 HACARUS 
所 在 地  京都市中京区蛸薬師通烏丸西入ル 

橋弁慶町 227 第 12 長谷ビル 5F-A 

事業内容  AI 搭載ソフトウェア開発 
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が重要となるため、そうした方向付けのための

AI プランナー育成講座を開設。また、データ解

析や、AI のモデリングを行うような AI 化に必

要な人材を育成し、データサイエンス部署の立

ち上げもサポートしている。 

② データサイエンスのコンサルティング 

準委任契約という形で、月額の契約を結び、

AI化を行う場合の仕様決めからサポートするサ

ービスである。 

③ SPECTRO（外観検査 AI） 

AIプロジェクトを進める上で最も多い案件を

パッケージ化させたものである。例えば工場ラ

インの最終品質検査において、検査員が目視で

チェックしているケースがあるが、検査チェッ

クに習熟した人材の確保が困難であるため、そ

の点を AI 化で支援するといったサービスであ

る。 

④ SALUS（医療 AI） 

各種製薬会社や大学病院と連携して開発して

いる様々な疾患の診断支援 AI のプラットフォ

ームである。CT＆MRI、スキャン等の医用画像デ

ータ、ECG 等の時系列データ、患者の病歴を使用

し、介護者や研究者がデータ駆動 AI インサイト

のデータに基づき、より良く、より早く、より安

全な治療を提供できるよう支援するサービスで

ある。 

⑤ COLIGO（エッジ AI） 

エッジ AI プラットフォームである自社開発

の「COLIGO」を通じ、IoT や FPGA 等、様々な端

末でのアプリケーション開発をカスタムメイド

で提供する。 
 

◆ 強み・アピールポイント 

ディープラーニングを必要としない少量のデ

ータからの特徴抽出に優れ、解釈性にも優れる

スパースモデリング技術（複雑な分析で用いら

れた計算式を本質部分のみを抽出して単純化す

るという方法）を利用した AI 開発の技術ノウハ

ウを有していることが最大の特徴で、強みとな

っている。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

現在は月額サービスでのコンサル業務、デー

タ解析やエンジニア育成のためのアカデミーや

教材サービスを開始した段階。今後の売上目標

として具体的な数字はないが、3 年程度を費や

して医療分野において実装されるものを作り、

事業化を図りたいとしている。 
 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

海外展開を視野に入れており、北米、欧州、中

華圏でのグローバル展開を目指している。 

また、対象業種も医療関係のみならず AI を駆

使したプラスアルファでの幅広い展開を目論み、

金融や通信インフラ関係等業界を絞ることなく

拡充していく予定である。 
 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

東京都港区に「東京 R＆D センター」（研究開

発）、神戸市中央区に「神戸オフィス」(ウェット

ラボ／実験室)を構えている。いずれも文字通り

R＆D を行う拠点である。顧客ニーズを探るとと

もに、自社技術を活用して、ニーズにマッチし

たプロダクトやサービスを開発していきたい。 

 
 

【東京 R&D センター】 

 
 

会 社 概 要 
 

設  立：2014 年 1 月 

資 本 金：100,000 千円 

従業員数：68 人（パートタイム含む） 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://hacarus.com/ja/ 

主力サービス開始時期：2014 年 1 月 

  

将来展望

PR 事項 
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実父が経営していた企業の社内ベンチャーからスタートしたプロジェクトで、2018 年 12 月に「PLEN 

Cube」をリリース。医療、介護、学校関連への販路開拓が進められている。 

21．PLEN Robotics 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴、起業に⾄る経緯 

代表取締役の赤澤夏郎氏は学校卒業後、プロ

スキーヤーとして活動。その後、2004 年に実父

が経営するシステクアカザワに入社し、金属加

工業に従事した。 

同年、同社の社内ベンチャーという位置づけ

でプレンプロジェクトを別途発足。ロボット開

発を行っていた実父の影響もあってプレンプロ

ジェクトの新規事業として、二足歩行ロボット

の開発を開始した。その後、プレンプロジェク

トにてロボット研究を深く進め、共に開発を進

める仲間の助けもある中で、培った技術を幅広

く、日常生活の中で人々の役に立つロボットを

開発したいとの思いから「PLEN Robotics」を

設立し、「PLEN Cube」の開発に至った。 
 

◆ 事業にかける思い 

実父の経営するシステクアカザワの社内ベン

チャーとして発足したプレンプロジェクトにて

16 年間研究を続け、主に子供向けのプログラミ

ング教育、研究に利用されるロボット開発及び

販売を進めている。 

子供たちに技術を伝えることにもやりがいを

感じていたが、当社が培ってきたロボット開発

技術を更に大きな市場においてチャレンジした

いという思いが強くなり、当社にて「PLEN 

Cube」の開発に注力することとなった。 

今後は当社が開発した製品が生活の一部に溶

け込み、特別視されない生活や社会のインフラ

になるような製品開発を進めていきたいとしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【PLEN Cube】 

 

 

当社設立後、幅広い分野に対応できるサービ

スロボットの開発に着手。こうした中で、AI テ

クノロジーによる対人接客業務の自動化、省力

化を目指し、顔認識カメラ、IoT リモコンを搭載

したパーソナル・アシスタント・ロボットの

「PLEN Cube」を開発し、2018 年 12 月にリリー

スしている。 

カメラによる顔認識や音声対話を可能とする

当社の主力製品で、シンプルなデザインをイメ

ージし、幅広い場所にて利用可能としている。 

サービスとしては、基本情報を PC 等の端末に

登録し、「PLEN Cube」に実装。出欠管理や、注

文決済、健康情報の登録等のサービスを提供し

ている。 

各所でテスト導入が進む中で、都市部、大企

業だけではなく、中小企業、地方などのネット

ワーク環境が整っていない企業でも、スムーズ

に利用できることをコンセプトとしている。 

なお、「PLEN Cube」の顔認証限度については

沿 革 特徴・強み 

PLEN Robotics 株式会社 
所 在 地  大阪市北区豊崎 4-6-3 

クレピス 21 303 

事業内容  ロボットの研究・開発・製作 

E m a i l  info@plenrobotics.com 
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設  立：2017 年 6 月 

資 本 金：29,203 千円 

従業員数：6人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://plenrobotics.com 

主力サービス開始時期：2018 年 12 月 

500 名に設定されており、顧客が利用するシス

テムと連携させることも可能である。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

社内ベンチャーとして立ち上げたプレンプロ

ジェクトから、長年ロボットの開発に携わって

いることもあり、同社の技術力を共有し、当社

においても相応の技術力を有している。PLEN 

Robotics の代表の父で、システクアカザワの

代表である赤澤洋平氏は、企業・研究者が結成

したロボットの研究開発コンソーシアム「Team 

Osaka」に参加。同社を含め、同コンソーシア

ムの中でロボット開発に関して高い技術力培っ

ている 

また、当社製品の「PLEN Cube」の量産は中

国深圳の EMS へ外注委託、事業シナジーのある

代理店通じて販売しており、当社はハードウェ

ア、ソフトウェア開発に注力することができて

いる。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

単に顧客に対して健康チェックをするだけで

はなく、音声対話を行い、端末 1 台で決済まで

行えるサービスを提供し、社会のインフラに組

み込むことを目標としている。 

将来的には、世間一般に広く役に立つという

観点で、ハードウェアを作るだけではなく、日

常生活の一部となるような総合的なサービスを

提供できる企業へと成長することを目標として

掲げている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

「PLEN Cube」を開発して以降、診療所や病

院等の医療関係、老人ホームやデイサービスセ

ンター等の介護事業や、学校をターゲットとし

ていたが、今後についてはホテル、旅館等の宿

泊施設や飲食店、美容サロンのほか、会員制の

フィットネスクラブ等における入退室管理用途

として随時販路を拡充させる計画。5 年後には

約 1 万施設への「PLEN Cube」の導入を目指し

ている。 

このほか、商店街などの地方活性化につなが

るサービスの提供も構想として挙げられる。 
 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

当社の主力事業であるパーソナル・アシスタ

ント・ロボット「PLEN Cube」については、長期

間及び多額の費用をかけて開発・完成させた製

品である。 

開発当初から、無人化・省力化するにあたり、

一番のネックとなるのはレスポンスの速度であ

ったが、顔認証など処理能力を上げて、レスポ

ンスを上げ、機械と対峙したときの数秒間のず

れなどの違和感を無くす取り組みに注力した。 

将来的には、お客さんが店舗や施設に来たときに、

注文を音声対話で受け付けて注文ができ、かつ決

済までをこの端末 1 台で完了させるようなサービ

スを目指している。リリース前には、ヨーロピア

ンリゾートカフェ CRUX Kafeo などにて注文・

決済ツールとしてテスト導入を行い、2018 年 12

月にリリース。導入実績としては、長崎県のハ

ウステンボスにある世界初のロボットホテル

「変なホテル ハウステンボス」が挙げられ、ホ

テル内の「変なバー」で、バーテンダーとして、

注文受付や決済、カクテルマシーンなどをコン

トロールしてドリンクの提供を行っている。近

年、従来から顔パスによるサブスクリプション

制度を検討しているも手段がないと困っている

企業は多く、コワーキング＆メイカースペース

「おおた fab」では、会員の顔写真を登録し、顔

認証による来場者の記録や出欠簿として利用す

るほか、音声で掃除ロボットや 3D プリンタを操

作するために、「PLEN Cube」を導入している。 

このほか、介護、医療、学校関連にて徐々に実

績を積み上げ、他社との提携サービスも行って

おり、宮崎県延岡市と連携協定を結び、同市内

の保育所・介護施設に導入している。 

 

会 社 概 要 
  

 

 

 

   

将来展望

PR 事項 
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Bluetooth を利用し、スマートフォンをかばんに入れたまま、受付を通り過ぎるだけでチェックインがで

きる本人認証システムアプリ「瞬間楽入」を開発。2025 年開催予定の万博での実装化を目指す。 

22．PaylessGate 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の足立

安比古氏は京都大

学で物理学・宇宙物

理学を専攻。学生時

代にベンチャー2社

設立の経験を持つ。

ペンシルベニア州

立大学の客員研究

員として超音波を

研究し、国際学会で

発表した実績も有する。 

大学卒業後はパナソニック（株）本社直轄研

究部門にて研究者として勤務。部署共同分も含

め 5 年間で 50 件の特許を出願している。研究所

では AI や IoT、光コンピュータなどの研究を通

じ、自身での社会貢献を考え 2018 年 6 月当社を

設立した。 

取材時には非常に理知的で、落ち着いた雰囲

気の印象を受けた。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

思春期にありがちな「生きている意味って何

だろうか」ということを考えた時期があり、「と

りあえず、何かを考え続けよう」との考えに至

り、極力ぼんやりすることを無くそうとしたと

いう。こうした考えを進めるなかで「次の世代

を創ることが社会をつくることだ」との考えに

至り、学生時代から起業した経緯がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

ハンズフリー・タッチレス・シームレスな社

会実現を目的とし、既にある非接触型の各種認

証サービスを一歩進め、完全なウォークスルー

社会を目指している。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【瞬間楽入-イベント受付が瞬時に完了－】 

 

【受付アプリ】     【参加者用アプリ】 

沿 革 

特徴・強み 

PaylessGate 株式会社 
所 在 地  大阪府大阪市北区角田町 1-12  

阪急ファイブアネックスビル 2F 

事業内容  ハンズフリー認証決済システム開発 

Ｔ Ｅ Ｌ  06-7777-1875 
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足立氏が前職時代に培ったノウハウ・人脈を

背景として大手企業との共同研究を推進し、イ

ベント受付システム「瞬間楽入」を開発した。 

特色は世界的に普及しているBluetooth（デジ

タル機器用の近距離無線通信規格）を利用し、

事前にアプリ登録するのみで入口での受付業務

を無くすシームレス・タッチレスシステム。例

えば、駅の改札機で、時々詰まる人がいたり、逆

に自分が詰まらせたりすることがあるが、こう

して多くの人がロスしている時間は年間にする

と相当な時間になる。そのようなロスがない社

会を創りたいと考え、「瞬間楽入」を開発したと

される。 

「瞬間楽入」に使用される特許は国内におい

ては申請済、海外 27 か国においても申請中であ

る。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

現在リリースしているアプリ「瞬間楽入」は

登録した会員だけに適用されるサービスで、ハ

ンズフリー・タッチレス分野に於いて認証部分

のみを抽出したものである。展示会などのイベ

ントの受付は開始直前に混み出すことが多いが、

こうした受付業務を少人数でオペレーションす

ることが可能となる。 

また、既に世界中に普及している通信インフ

ラの Bluetooth を利用するため、汎用性が高く、

導入コストも抑制できる点が強みとなっている。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

「瞬間楽入」はサークル活動や習い事の発表

会など、小規模なイベントにおいても活用する

ことが可能であるほか、将来的にはコンサート

会場、貸会議室などでのビジネスイベント、ホ

テル、結婚式等のロケーションにおける利用を

想定している。 

2020 年 3 月にベータ版（サンプルのソフトウ

ェア）をリリース。現在は 100 名程度でのスモ

ールリリースを想定しており、2021 年初頭より

本格的なサービス展開を予定している。 

売上計画としては、2020 年 3 月期の売上計上

はわずかな見込みであるが、2025 年 3 月期に 25

億 3,400 万円を計画。また、収益についても、

2025 年 3 月期に黒字化を達成し、上場を目指し

ている。 

大阪市で開催予定の万博向けの製品自体は、

2023 年春先までには開発を終え、2024 年中に実

証実験を行い、2025 年に実装したいとの意向。

万博では 2 分半毎に地下鉄から 1,000 人近くの

方が降車するが、そうした多数の来場客に対応

できる製品に仕上げたいと考えている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

将来的には「認証機能」と「決済機能」を組み

合わせることで社会インフラに実装させること

を目指しており、鉄道会社やコンビニなどをタ

ーゲットとして想定している。既に鉄道会社な

どの大企業に対してはアプローチしており、一

部開発を進めている。 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

既存インフラである Bluetooth を利用するこ

とで初期導入コストを抑えることができる。さ

らに、各個人が所有するスマートデバイスに登

録し、大学の出欠・企業の出退勤などに利用す

ることで、なりすまし防止やコンサートチケッ

トの転売防止等にも応用できるなど、活用方法

は多岐にわたり、将来性の高いビジネスモデル

といえる。 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2018 年 6 月 

資 本 金：850 千円 

従業員数：3人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://corp.paylessgate.com/ 

主力サービス開始時期：2020 年 3 月 

  

将来展望

PR 事項 
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「世界中のデータを繋げることで、ダイレクトに必要な情報にアクセスできる世界を作る」を当社のコアメ

ッセージとしており、その戦略の第一段階として企業情報のデータベースを構築し、提供している。 

23．Baseconnect 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の國重侑輝氏は、1990 年生まれの

30 歳である。大阪府立岸和田高校卒業後、2009

年立命館大学国際関係学部に入学し、在学中よ

りベンチャー企業で事業ノウハウを習得。2012

年 2 月に株式会社 Campus（Web デザイン等）を

設立するが 2016 年 12 月経営を退き、2017 年 1

月に当社を設立した。 
 

◆ 事業にかける思い 

國重氏は、当社を設立するまでに、学生時代

から様々な事業を起こし、一時は 20 ほどのアイ

デアを事業化するために動いた時期もあったも

のの、どれも自分探しに終始していた感があり、

モノになる感じはなかったという。 

元々、記憶をすることは得意でなかったこと

から、知りたいときにダイレクトに情報へアク

セスすれば、記憶をするという労力が軽減され

ると考え、「記憶の外部化」というテーマを思い

ついた。 

ところが、知りたいときに労力や時間をかけ

ずに知りたいことにアクセスすることができる

仕組みが思ったよりもないと感じたことが、現

在の事業を立ち上げるきっかけとなった。 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

データ化できる知識のうち、知りたいデータ

にアクセスし、対価が発生する分野として企業

情報、とりわけ営業担当のビジネスマン向けに

特化した企業情報を提供することにビジネスチ

ャンスがあると狙いを定めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オブジェクト化できるデータを構造化するこ 

とで、ビジネスとして成立させる。Google が「世

界中の本の目次」として大きな成長を遂げたが、

当社においては、世界中のデータを構造化しオ

ブジェクト化することにより、ダイレクトに必

要な情報にアクセスできる世界を実現し、さら

には、「記憶する」という行為に伴う多大な労力

から、人々を解放したいと考えている。 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

「世界中のデータを繋げることで、ダイレク

トに必要な情報にアクセスできる世界を作る」

を当社のパーパスとしており、その戦略の第一

段階として法人営業に特化した企業情報や事業

所のデータベースを構築し、提供している。 

主に企業の営業活動に利用される情報取得に

注力しており、テクノロジーと人力を組み合わ

せてネット空間に散在する企業情報を収集し、

情報の拡大と拡充を図っており、現在の提供件

数は企業情報、事業所情報合わせて 140 万件超

となっている。 
 

◆ 強み・アピールポイント 

【Musubu イメージ画像】 
 
 

 

 

 

 

 

 

Baseconnect 株式会社 所 在 地   京都市中京区壬生神明町 1-5 

事業内容   情報提供サービス、 

データベース構築・企画・設計 

沿 革 

特徴・強み 
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「Musubu」（ムスブ）は、法人営業のためのク

ラウド型企業情報データベースで、140 万件以

上の企業・事業所データから、30 秒で営業リス

トのアップが可能な営業支援ツールである。 

月額 1 万 5,000 円のサービスを展開、現在で

は大手企業から中小企業まで約 5 万 8,000 社以

上の利用実績を誇り、今後も利用者の増加が予

想されている。 

【Musubu 導⼊企業数推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 

将来展望としては、現在多数の投資家より、

多額の資金を調達していることから、遅くとも

5 年以内には株式上場をしたいと考えている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

 誰でも使えるような、インターネットの情報

検索サイトとして、飲食店向けの「食べログ」や

「ぐるなび」、ホテルの「トリバゴ」などのほか、

専門的な分野では不動産業界の「レインズ」、病

院データベースなどが活用されている。これら

についても、オブジェクト化できるデータの一

部分であり、データベースとして利用可能なデ

ータは未開拓の分野が多い。AI やデータマイニ

ング、構造化や繋ぎ合わせの技術を駆使するこ

とで、データを意味のあるものにするオブジェ

クト化に取り組んでいきたい。 

現在、関心があるのは、世の中で販売されて

いるさまざまな「商品」についてのデータベー

ス化である。 

このオブジェクト化されたデータベースがあ

れば、個々人の「この商品はどこで手に入るの

だろう」といった疑問に対する答えを提供する

のにとどまらず、企業間取引において、多方面

に活用できるデータベースにもなりうるもので

あり、将来的には構築したいと考えている分野

である。 

 知識を深めるためには、関連ワードを入力し

て検索を行うという現在の主流となっている方

法では、関連ワードの類推、言葉の語彙力の有

無といった技術的なものが必要となっており、

知識の格差が生じてしまっている状況にある。 

現状において、インターネットは「知識を深

める」手段とはなっているものの、「知識を広げ

られる」手段とはなっていない。この「知識を広

げられる」検索の仕組みを作り、だれもが知識

を広げる手段としてのインターネットを目指し

たい。 

例えば、知りたいことを先読みして知ること

ができたり、全く知らなかった「価値を感じら

れるものとの出会い」を促進したりするような

検索を実現していきたいと考えている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

新規開拓を効率化する営業リスト作成や営業 

に必要な情報収集に特化した「Musubu（ムスブ）」

は、140 万件を超える企業情報データベースが

標準でついており、データの入力や更新作業を

強力にサポートすることで、生産性向上や目標

達成を支援している。 また、2019 年 2 月には名

刺データベースを展開 する「Sansan」や「Eight」

にデー タの提供を開始するなど積極的な展開

を見せており、日々進化し続けている。 

 

 

 会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 1 月 

資 本 金：1,319,120 千円（資本準備金含む） 

社 員 数：29 人 

Ｕ Ｒ Ｌ： 

https://company.baseconnect.in/company/ 

将来展望

PR 事項 
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保育所向けに紙おむつの月額定額サービス「手ぶら登園」を展開。保護者と保育士の負担を軽減し、ゆとり

ある子育て環境の提供に寄与する。 

24．BABY JOB 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

代表取締役会長の上野公嗣氏がユニ・チャー

ム株式会社勤務時に、子どもを抱えた母親世代

のニーズなどを聞いているなかで、「良い保育士

を集めたい」「子どもを預ける世帯の日々の負担

軽減を図りたい」などの思いを強めていった。 

また、上野氏の母親自身が幼稚園の教諭であ

った背景もあり、母親や保育士を支援する事業

を開始するに至った。 

「ママの笑顔を創る環境を提供し続ける」を

グループの経営理念とする。 

 

【代表取締役会⻑・上野公嗣⽒】 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

2012 年 5 月に旧・株式会社 S･S･M（現・ぬく

もりのおうち保育株式会社）を設立し、保育所

運営事業をスタートさせる。 

さらに、2018 年 10 月に保育士紹介・派遣サー

ビス業である BABY JOB 株式会社を設立し、現在

は保育所向けの紙おむつのサブスクリクション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス「手ぶら登園」を主力事業として展開

している。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

グループの経営理念に基づいて開始した「手

ぶら登園」サービスは、「お母さんの時間確保」、

中長期的には「女性の社会進出促進」などに繋

がるものである。 

現在は「おむつ交換」の負担軽減をサポート

するほか、新サービスとして衣類や布団などの

「洗濯」についての負担軽減、「買い物」支援な

ど当社の事業をプラットフォームとして、「女性

にとっての無駄な時間を無くしたい」を基本理

念として、意欲的な事業展開に取り組んでいる。 

 

【主なサービス内容の紹介】 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

手ぶら登園事業は、保育所運営経験を活かし

て保育業界に特化したサービスを行う事によっ

て「保護者メリット」「保育士メリット」「保育専

門性」の 3 点で優位性を有する。 

 

BABY JOB 株式会社 所 在 地   大阪市淀川区西中島 6-7-8 

事業内容   「手ぶら登園」サービス事業 

Ｔ Ｅ Ｌ   06－4862-7193 

沿 革 

特徴・強み 
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【BABY JOB のビジネスモデル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後の目標とする到達点やロールモデル 

「手ぶら登園」の 1 人当たり 1 か月の利用料

金は 2,280 円（税抜き）であり、取り扱い保育

所は、現時点で既に 450 カ所となっており、目

標を早期で達成している。 

当社では、手ぶら登園という洗濯物やおむつ

も全て自社で用意するというビジネスモデルの

潜在ニーズは高いと見込んでおり、登録者数に

関しては、2021 年の 4 月には 3 万名に達する見

通しを持っている。 

こうした自社のビジネスモデルに対する自信

が、大きな原動力となって、2021 年 2 月期は中

間決算時点（8 月末）で売上高約 3 億円、経常利

益約 5,000 万円を確保、通期の売上高は約 6 億

円を視野に入れており、5 年後の売上高は約 500

億円を目標としている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在は「手ぶら登園」サービスを中心とした

国内展開が中心となっているが、将来的には中

国や東南アジアなど海外市場にも着目している。 

ただし、ビジネスモデルとしては、現在の「手

ぶら登園」とは違った形での進出を考えている。 

とりわけ、中国においては、核家族化が進み、

保育所のニーズはあるが、まだ少ない状態であ

る。 

そのため、0～2 歳児に対する保育ニーズは高

いものがある。しかしながら、中国国内には「保

育士」といった資格自体が存在していないため、

こうしたニーズに対応できていない状況が続い

ている。 

そこで、当社において 2020 年 12 月に「リブ

ウィズ」という名称での認定資格を設け、海外

でも通用する「尺度」を作成し、これを用いての

中国市場への進出を視野に入れている。 

中国での「リブウィズ」による展開をテコと

して、そこから派生するアジア圏内の市場を開

拓していきたいとしている。 

 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

働いている「お母さん」を支援するサービス

とともに、保育士のモチベーションアップに向

けた諸策にも取り組み、「手ぶら登園」利用を促

す保育士へのサポート体制も構築している。 

 

 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2018 年 10 月 

資 本 金：86,020 千円 

従業員数：42 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://baby-job.co.jp/ 

主力サービス開始時期： 2019 年 7 月 

 

  

将来展望
PR 事項 
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ユニバーサルデザインにおける新たな商品開発・ソリューション提供を通して、誰もが暮らしやすい社会

づくりを目指している。 

25．株式会社 ミライロ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の垣内俊哉氏は立命館大学在学中

から起業意識が高く、取締役副社長の民野剛郎

氏とともに、前身となる「 Value  Added 

Network」を 2009 年 5 月に創業。そこで様々な

ビジネスモデルを検討し、応募したビジネスプ

ランコンテストにて「キャンパス・ベンチャー・

グランプリ大阪」のビジネス大賞を受賞するな

ど、多岐に亘る受賞歴を持つ。 

垣内氏が生まれつき「骨形成不全症」という

病を抱えていたことで、日々培ってきた経験や

考え方を活かし、福祉分野にて新たな価値を創

造していきたいという思いから、2010 年 6 月に

株式会社ミライロを設立した。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

現在の事業構成は 3 部門に分類される。 

1 つ目は、売上の約 50％を占めるユニバーサ

ルマナー部門で、主に研修や検定を実施し、意

識を変革していくのが目的である。 

2 つ目は、売上の約 40％を占めるビジネスソ

リューション部門で、アーキテクチャーやミラ

イロコネクトを手掛けている。 

3 つ目は、売上の約 10％を占める IT ソリュー

ション部門で、障害を持つ方々のプラットフォ

ームを構築する必要性を感じ、障害者手帳を電

子化するアプリケーション「ミライロ ID」を

2019 年にリリースした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ユニバーサルマナー検定 2 級 車いす実技】 

 
 

【遠隔手話通訳の様子】 

 

 

【ミライロ ID 鉄道利用時の様子】 

 

沿 革 

特徴・強み 

株式会社 ミライロ 
所 在 地  大阪市淀川区西中島 3-8-15 

      新大阪松島ビル 8F 

事業内容  ユニバーサルテザインのソリューション提供 

Ｔ Ｅ Ｌ  06-6195-7853 
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【ミライロ ID 使い方のイラスト】 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

当社はユニバーサルデザイン分野において総

合的なソリューションを提供する国内唯一の企

業として、「環境」・「意識」・「情報」の 3 つのバ

リアを解消できるソリューション及び人材を有

し、多数の実績を積み上げている。 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5年後、10年後の目標とする到達点やロールモデル 

5 年後の目標としては、ユニバーサルデザイ

ンの経済圏を創造し、新規ユーザーの参入によ

る市場の活性化を目指していきたい。そのため

には国内の障害者プラットフォームを形成する

ことが不可欠である。また、国内に限らず世界

規模（約 10 億人）の経済圏を見据えた事業を展

開していく。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在、日本国内において約 700 万人の障害者

手帳ユーザーがいる中で、少なくとも数年で 3

分の 1 近くのユーザー数を獲得し、更なる収益

基盤の拡大を図っていく。具体的には収益源で

ある BtoB 事業を拡大していくとともに、アプロ

ーチしきれていない鉄道事業者らとの業務連携

を推進する。 

今後は、特に IT ソリューション部門の事業規

模の拡大に注力し、数年後には当社事業の柱に

まで成長させたいとしている。 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

唯一オンライン上で障害者を認証できるサー

ビス「ミライロ ID」は、2020 年にマイナンバー

カードとの業務連携が決定するなど、国からも

認知されるアプリケーションへと進化を遂げて

いる。 

 

【ミライロ ID のスマホ画面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、今後はミライロ ID とチケットサービス

各社とのマッチングを普及させていくことで、

手数料やシステム利用料として新たな収益モデ

ルを獲得することが期待されている。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2010 年 6 月 

資 本 金：9,600 千円 

従業員数：54 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.mirairo.co.jp 

主力サービス開始時期：2010 年頃 

  

将来展望

PR 事項 
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情報テクノロジーの未来を示すプロダクト mui を通じてスマートホーム業界を中心に世界的な評価を得

る。 

26．mui Lab 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

mui Lab 株式会社は、産業・電子分野の特殊

印刷を主力とする NISSHA 株式会社の社内ベン

チャー制度を活かして、同社プロパーの大木和

典氏が2017年10月に設立したベンチャー企業。

カーム・テクノロジーの新しいユーザーインタ

ーフェースである「mui」（ムイ）の開発から始ま

った企業である。 

「mui」とは、自然素材である木材とタッチパ

ネル技術、またクラウドコンピューティングを

統合したハードウェアとソフトウェアのシステ

ムである。入力用スイッチやディスプレイ機能

としての使い方に加え、インターネットに接続

することで多様なクラウドベースのサービスと

連携し、得られた情報をリアルタイムでディス

プレイに表示する。これらソフトウェアのカス

タマイズサービスやライセンス提供を軸とした

事業を展開してきたが、2019 年 4 月に MBO を実

行して大手資本より離脱した。 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

京都府下の企業を委託先とするファブレスメ

ーカーで、ソフトウェアとデザインを内製化し

た垂直統合型のビジネスモデルを確立している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 強み・アピールポイント 

「mui」は一見、単なる木材にしか見えないが、

手で触れると LED ディスプレイが表面に輝いて

現れ、家電の操作から天気予報・ニュースの受

信、テキスト・音声メッセージのやり取りまで

こなせる万能デバイスである。操作後はディス

プレイが消えて木の状態に戻り、インテリアに

溶け込んだ目立たない存在となるため、ユーザ

ーはテクノロジーを意識せずに暮らすことが可

能である。 

このため、スマホのように絶え間なくユーザ

ーの注意を喚起する従来のインターフェースと

は異なり、必要な情報のみを天然素材を通して

届ける穏やかなテクノロジー（カーム・テクノ

ロジー）として評価されている。 

世界最大のテクノロジーショーケースである

CES（米国ラスベガスで毎期開催）の 2019 イノ

ベーション賞、Best of CES(2020年)に選ばれ

るなど、世界的にも認知度が高まっている製品

である。 

 

 

【手で mui に触れると、情報が LED 表示される】 

 

 

mui Lab 株式会社 
所 在 地  京都市中京区夷川通柳馬場東入俵屋町 

294-1 森田ビル 2F 

事業内容  ソフトウェア業 

Ｔ Ｅ Ｌ  075-708-8660 

沿 革 

特徴・強み 
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【mui に映し出される情報】 

 

 

【インテリアの一部として溶け込む存在に】 

 
 

 
 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

ソフトウェア事業の拡大、北米や欧州への海

外戦略を推し進める意向で、2025 年にイグジッ

トを検討、2030 年には確固たる経営基盤の確立

を目指している。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

現在は BtoB（BtoC）を中心に店舗、施設向け

UI（インターフェース）事業、スマートホームを

中心とする CX（カスタマーエクスペリエンス）

事業を中心に販路を拡大中。前者では飲食店、

オフィス、ホテルなども含めたデジタルとリア

ルの融合する場での顧客体験創出を行い、後者

ではテック企業、住宅事業者向けにスマートホ

ームテクノロジーの価値創出からサービス実装

まで行い、これからの暮らしにおけるデジタル

技術の新しい価値提供を行っている。 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

DX が進む世界における、人とテクノロジーの

「調和」は今後ますます重要になり、情報テク

ノロジーが人のウェルビーイングに対して及ぼ

す影響がますます見直されている。こうした中、

mui の提唱してきた「無為的なテクノロジー」

「佇まいのデザイン」は、今後日本京都発の考

え方として、よりグローバルに浸透していく普

遍的なものであり、当社ではそれを一気通貫に

実装可能な能力を持っている。 

また、mui Lab ならではの提供価値に対して

世界中の企業とのコラボレーションを検討して

おり、すでに実績を構築している。今後も国内

外、各方面とのコラボレーションが可能で、グ

ローバルでの潜在需要も高く、無限の成長余地

を残している。 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 10 月 

資 本 金：20,000 千円 

従業員数：10 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://mui.jp/ 

主力サービス開始時期： 2020 年 2 月 

将来展望

PR 事項 
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自社開発の IoT プラットフォーム PaletteIoT の展開のほか、近年では省電力 IoT や農業向けの Agri 

Palette などの IoT プラットフォームの開発にも注力している。 

27．株式会社 Momo 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役の大津真人氏は、東京外国語大学

を卒業後、東京大学大学院人文社会研究科にて

認知心理学を専攻。大学院中退後、ソフトウエ

アエンジニアを経て、2016 年 3 月に当社を設立

すると同時に代表取締役に就任し、現在に至る。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

大津氏は個人や企業内で iPhone アプリや複

合機プリンタ連動システム等を開発していた経

緯もあり、この当時の事業経験も活かした創業

となっている。 

 ハックベンチャーズなどからの出資を得て数

次の増資を行い、現在の資本金は 72,184 千円と

なっている。 

 現在の会社を立ち上げる直接のきっかけは、

神戸市のアクセラレータープログラムに採択さ

れたことが大きい。 

 

◆ 事業にかける思い 

IoT のプラットフォームを運営し、回路設計

までを行う会社は日本では当社のみのため、IoT

のプラットフォームを社会に一層浸透させたい

との思いがある。 

 また、専門知識不要なレベルまで簡素化した

独自の自社開発プラットフォーム（PaletteIoT

や、AgriPallete 等）をより浸透させたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【PaletteIoT イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社が開発した IoT プラットフォームである

PaletteIoT の特徴は、専門の知識や多くの開発

費、時間を要せず、簡易的に IoT システムの構

築を可能とすることにある。 

また、組み替え可能センサーと送信用無線基

盤を組み合わせ、必要な場所に設置しスマート

フォンやタブレットにダウンロードすることで、

いつでも IoT が利用出来る点も特徴であり、現

在は量産化に取り組み、事業を推し進めている。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

 IoT 事業は、IT とものづくりが融合した事業

であるが、この融合が回路からソフトウェアま

でのレベルでできている企業は、現在のところ

当社しかなく強みとなっている。 

したがって、IT 若しくはものづくりの何れか

を主業としている企業には、容易には取り組み

難い事業分野となっている。 

沿 革 特徴・強み 

株式会社 Momo 
所 在 地  神戸市中央区海岸通 3-1-14 

大島ビル 33 号室 

事業内容  アプリケーション・ソフトウエア受託開発 

Ｔ Ｅ Ｌ  06-7710-2941 
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また、センシング（センサーを利用して物理

量や音・光・圧力・温度などを計測・判別するこ

と）・農業用プラットフォーム（AgriPallete）ま

で行う企業は日本においても極僅かである点は

強みである。 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 

2020 年 2 月期売上高は 4,000 万円を超え、

2021 年 2 月期の売上高は 1 億円前後、若しくは

上回る予定である。 

 また、当社では、KDDI や NTT 西日本、JR 西日

本などと協業開発を行っている。資金調達に関

しては、協業開発の時点のみではなく、その後

の開発過程でも協業開発先から継続的に資金提

供を受けている。こうした取組みを積み上げて

いくことで、自然に IPO もできると考えている。

IPO に関しては、4 年後を目途としている。 

将来的な業績目標としては、自社の事業価値

9 億円程度の評価額で資金調達を行っているこ

とを勘案すると、この 5 倍相当の売上高 50 億円

規模は、今後 4 年以内に達成しなければならな

いと考えている。最終利益は 2 億円～3 億円を

確保したいと考えている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

新たなシステム構築として、SDGS つながる省

電力 IoT などにも取り組んでおり、現在は愛知

県で実証実験中であり、今後は横浜市において

も順次開始していく予定である。 

また、当社に出資予定の会社と工場向け IoT

にも鋭意進出予定である。 

とりわけ、農業面への取組みに注力し、

AgriPaletteを開発し、農水省の管轄の部会や公

社等をターゲットとし事業を展開している。 

農業算出の50％以上が過疎地域で算出されて

いることから、これらの地域にとって農業は、

育成しなければならない産業となっている。 

AgriPallete は様々なデータを蓄積すること

ができ、農産物の高付加価値化及び販路の拡大

をすすめることを可能にしている。 

 単体でセンシングデータを活用するよりも、

他の優れた農家のデータを見ながら営農するこ

とで、その地域やブランドの農作物の供給量の

底上げが可能となる。さらに、安定供給が可能

となって競争力が増すことから、農業公社や農

業振興課や共選共販の部会などに組織的に使用

してもらいたいと考えている。 
 

【Agri Palette イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

PaletteIoT だけでなく、AgriPalette を開発

し、農業の IoT 化を積極的に進めている。いわ

ば Society 5.0 の農業版をつくることで、農業

をそのままデジタルトランスフォーメーション

化し、希少作物の大量生産を進めることで、農

業分野から世界を変えていきたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2016 年 3 月 

資 本 金：72,184 千円 

従業員数：7人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://momo-ltd.com/ 

主力サービス開始時期：2017 年末 

将来展望

PR 事項 
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先端レーザー技術を応用し、採血不要かつ痛みを伴わない血糖値センサーを開発。センサーの小型化を実

現し、現在は量産化のための試作機開発中。2022 年度を目途に製品化を予定している。 

28．ライトタッチテクノロジー 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

代表取締役である山川考一氏は大学院卒後、

日本学術振興会の研究員となり、日本原子力研

究開発機構や量子科学技術研究開発機構にて約

25 年間レーザー技術の開発に従事。レーザーの

研究を進める中で、血糖値のセンサー開発に取

り組み、小型化・量産化に向けた更なる研究を

進めるために、2017 年に当社を設立した。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

山川氏はレーザー技術の研究を行う中で、

2003 年に当時の世界最高出力である 850 兆ワッ

トのレーザー開発に成功するなど、実績を積み

上げてきた。こうした中で、様々なレーザーの

可能性を感じていたことから、「レーザー技術を

使って困っている人に役立つものを開発したい」

と感じたことが創業を考えるきっかけとなった。 

糖尿病に特化した血糖値のセンサー開発に着

目したのは、山川氏の知り合いの子息が I 型糖

尿病を幼少期に患い、親子共に苦しい思いをし

ている状況を肌で感じたためである。インスリ

ンが効きすぎて低血糖になると最悪死に至る可

能性もあることから、毎日夜中でも寝ている子

を起こして採血をしなければならない。こうし

た負担を軽減するために、採血をせずにレーザ

ーで血糖値を測る技術の研究を進めた。 

国際糖尿病連合（IDF）の発表では、2017 年の

糖尿病患者は日本国内で 1,000 万人、全世界で

4 億 2,500 万人（人口比 8.8％）となっており、

2045年には全世界で6億 2,900万人（同9.9％）

に増加する予測もあることから、そうした糖尿

病患者の役に立ちたいという思いも研究を進め 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るきっかけの一つとなった。 

2011 年-2012 年大学発ベンチャーを輩出する

JST 研究成果最適展開⽀援プログラム A-STEP に

採択。さらに、2013 年-2015 年 JST⼤学発新産業

創出拠点プロジェクト（START）に採択されたこ

とをきっかけに、本格的な研究開発に取り組む

ため、当社の設立に至っている。 

 
 
 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【非侵襲血糖値センサー】 

 
  当社設立後、血糖値を測定するセンサーの小

型化に成功し、現在は量産化のための試作機開

発フェーズにある。今後、試作機をもとに臨床

データを集め、医療機器としての製造販売申請

を行い、2022 年度の上市を予定している。 

 上市後は、製造管理を当社で担い、販売につ

いては医療機器メーカーや商社等を介した販売

ルートを活用する予定としている。 

 

 

 

沿 革 

特徴・強み 

ライトタッチテクノロジー 株式会社 
所 在 地  大阪市港区弁天 1-2-1 

大阪ベイタワーオフィス 6F 

事業内容  非侵襲血糖値センサーの開発 

Ｔ Ｅ Ｌ  0774-66-5881 
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◆ 強み・アピールポイント 

当社が開発している非侵襲センサーは針を使

わず、痛みも伴わないことが特徴。また、競合製

品と価格帯も同程度で、これらを満たす製品は

ほかになく、市場ニーズは高いといえる。 

元来、非侵襲の血糖値センサーの開発は約 30

年前から研究されており、日本の企業も研究に

取り組んだ経緯はあるが、高度な技術が必要な

ため、途中で断念するケースが多く見られてい

た。 

そのような中、山川氏の研究歴を活かして、

世界初（国際標準化機構：ISO の基準を満たす）

の非侵襲センサーの開発に成功。中赤外線とい

う、特殊な波長領域のレーザーを使って血糖値

測定を行っており、現在、日本及びアメリカに

て特許を取得。中国や韓国、欧州で特許を申請

中であるほか、周辺特許も取得中である。 

 

 

◆ 今後の事業展開 

今後、医療機器の製造販売承認申請を行い、

承認後に本格的な製品化となる予定。2022 年に

製品販売開始を目論み、上市後に IPO も計画さ

れている。 

 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

時と場所を選ばず、侵襲性なく正確に血糖値

を測定するセンサー、および、その測定データ

を、ネットワークを介して管理するシステムが

開発されれば、自己血糖値測定のあり方が革新

されると期待。そうなると、糖尿病患者に加え

てハイリスク者や健常者までもが、気軽に簡易

な血糖値管理を行うことが可能となる。血糖値

に限らず、多様な健康指標の測定が可能となる

ことによって、日々の生活の中で健康管理を行

う習慣が普及する。さらには、ウェアラブル機

器として 5G ネットワークを利用した IoT 健康

管理サービスとして開発される。また、蓄積さ

れたデータから AI によってリスクを予測し、さ

らなる疾病予防に役立てることが可能になると

目論んでいる。 

長期的には、コア技術を多方面に展開してい

く予定である。基本的にはレーザーの波長を変

えると、血糖だけでなく血中の他の成分もキャ

ッチすることができる。それ以外にも例えば、

特殊ながんのマーカーをキャッチする赤外線の

レーザーなどに応用できる可能性もあり、現市

場以外においても業績を伸ばしうるとしている。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

自己血糖測定を行う患者は現在 100 万人程度。

糖尿病患者は 1,000 万人を超えて増加の一途を

たどっている。また、隠れ糖尿病や予備軍を含

めるとその数は 2,000 万人とも言われ、今後も

市場の拡大が予測される。そのようなニーズを

満たすことができるのが「非侵襲血糖値センサ

ー」である。当社が世界で初めて開発した製品

であることから拡大できる見通しは高い。 

現在の市場は針による測定が主流であるが、

既述したように糖尿病患者及びその家族たちは

辛い思いをしている。そのような辛い思いをす

る人を一人でも多く無くしていくため、血糖値

測定の国内市場を針による測定から血糖値セン

サーによる測定へスムーズなシフトを図ってい

きたい。 

この技術が認められれば、患者一人一人の辛

い思いを軽減できるに違いない。また、既述の

とおり、このコア技術は多方面での活躍にも期

待でき、生活習慣病などへの貢献度も期待でき

るため、この素晴らしい製品技術を広めていき

たい。 

 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 7 月 

資 本 金：61,105 千円 

従業員数：8人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.light-tt.co.jp/ 

主力サービス開始時期：2022 年予定 

  

将来展望

PR 事項 
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「欠失型ゲノム編集による水産物の超高速品種改良」と「AI・IoT 技術を活用したスマート養殖」により、

次世代水産養殖システムの創出を目指す、世界最高峰の技術力を持つ水産フードテックベンチャー。 

 

29．リージョナルフィッシュ 株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴、起業に⾄る経緯 

代表取締役を務める梅川忠典氏は、新卒で経

営コンサルティングファームに入社後、官民フ

ァンドに参画し多数の大手企業・中堅企業の PE

投資案件を担当。その後、「世界と戦える日本の

技術シーズ」を求めて母校である京都大学を訪

れ、水産物のゲノム編集の第一人者である木下

政人助教授との出会いをきっかけにリージョナ

ルフィッシュ株式会社を創業した。 

あらゆる畜産物・農産物において品種改良が

盛んに行われている中、水産物ではこの動きが

ほとんど進んでいないことに着目した梅川氏は、

ゲノム編集技術によって水産物の品種改良を大

きく加速させることができると確信した。そし

て、これが世界におけるタンパク質不足の問題

や国内の水産業や地域の活性化に貢献し得ると

考え、起業を決意した。 

◆ 事業にかける思い 

日本の水産業は、かつては世界一の生産量を

誇っていたが、世界の水産業の急成長に伴って、

この 30 年で生産量・就業者数ともに半減してし

まっている。しかし、古くより日本の魚食文化

を支えてきた水産養殖技術、特に完全養殖技術

は依然として世界最高水準にあり、ここに当社

の高速品種改良技術を組み合わせることによっ

て、世界に誇れる「水産大国・日本」を取り戻す

ことができると信じている。 

日本発の技術が地域を活性化させ、ひいては

世界を取り巻く食糧問題や環境問題の解決を牽

引する日を夢見て、日々事業に邁進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

【ゲノム編集技術による品種改良】 

 

 
 

リージョナルフィッシュのコア事業は、「酵素」

を使って狙った遺伝子に刺激を与え、意図的に

その機能を失わせる「欠失型ゲノム編集」と呼

ばれる技術を用いた、水産物の超高速品種改良

である。この技術により、これまで 30 年を要す

る品種改良を、わずか 2～3 年で実施することが

可能となる。 

ゲノム編集技術は、2020 年にノーベル化学賞

を受賞したことでも知られ、世界でも盛んに研

究が行われているが、水産物への応用は世界で

も例が少なく、先述の日本の完全養殖技術と組

み合わせれば、本分野における当社の技術力は、

世界最高峰と言える。 

ターゲット市場は、水産養殖業者に向けた品

種改良種苗の提供である。既に「可食部増量マ

ダイ」や「高成長トラフグ」といった新品種の開

発に成功しており、さらなる生産効率や付加価

値の向上に向けた研究開発を行っている。また、

地域活性化への貢献を目的として、各地域に合

った地魚『リージョナルフィッシュ』の開発を

進めている。 

沿 革 特徴・強み 

リージョナルフィッシュ 株式会社 
所 在 地  京都市左京区吉田本町 36-1 

京都大学国際科学イノベーション棟 

事業内容  水産物の養殖開発等 

Ｔ Ｅ Ｌ  075-600-2963 
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◆ 強み・アピールポイント 

最大の強みは、恵まれた人材とチームワーク

にある。研究開発部隊は全研究員が博士号取得

者により構成されており、水産養殖実務部隊は

水産学を修めた 20 代の若者たちで構成されて

いる。加えて、ビジネス部隊は、経営・戦略およ

び事業開発の経験が豊富なメンバーを揃え、各

部隊が連携することで大企業・アカデミアとの

オープンイノベーションを実現している。 
 

 

◆ 今後の事業展開 

直近の事業目標としては、高速品種改良によ

って作製した水産物の市場浸透を図るべく、ま

ずは開発済み品種を上市させることを目指して

いる。 

5 年後の事業展望としては、対象魚種・特性の

両面から開発品種の拡大を進め、合計 15 品種の

作出を目標に掲げている。また、同様の時間軸

において、アジア圏を中心とした海外展開も視

野に入れて活動している。 

これらの事業展開をベースとして、5 年以内

での国内市場への上場を目標としている。 
 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

開発の対象品種として、魚類に限らず、甲殻

類等の無脊椎動物への展開を想定している。開

発する特性としては、低アレルゲン、高栄養成

分、低環境負荷等への展開を目指す。また、既存

のゲノム編集技術の活用に留まらず、より効率

化されたゲノム編集技術の開発にも力を入れて

いく予定である。 

さらに、水産業界の更なる活性化に向けてオ

ープンイノベーションを加速させ、大手企業・

アカデミアとの提携を通じて、AI・IoT 技術を活

用したスマート養殖システムの開発を目指して

おり、水産養殖業の自動化・効率化を図ってい

る。 

こうした品種改良技術とスマート養殖システ

ムの融合により、「次世代水産養殖システム」を

デザインし、養殖事業者にインストールしてい

くことによって、日本の水産業の高度化・活性

化への貢献を目指す。 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

現在、我々が口にする食べ物の中で、水産物

だけが「天然がおいしい」と言われる。しかし、

畜産物・農産物において「天然がおいしい」と言

われることはほとんどなく、長期的に考えると

健全な品種改良が進み、水産物においても同様

の世界が訪れると推測する。 

リージョナルフィッシュは、「欠失型ゲノム編

集」を活用した超高速品種改良により、こうし

た未来を先取りし、より安全・安心で、生産者や

消費者へのメリットの大きい水産物を届けるべ

く、研究開発を進めている。 

「待つ品質改良から、起こす品質改良へ」を

メインコンセプトに、これまでにないサービス

を展開していく。 

 

【事業開始時の様子】       【卵に酵素を注入】 

 
 

 【開発受託サービス開始】 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2019 年 4 月 

資 本 金：284,600 千円 

従業員数：15 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://regional.fish/ 

主力サービス開始時期：2020 年 7 月 

  

将来展望

PR 事項 
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在宅医療機器として遠隔心臓リハビリシステムを開発。医師や看護師などの医療従事者が開発に携わってお

り、大学発ベンチャーという背景を活かし堅固な医療エビデンスを構築していけることが強み。 

30．株式会社 リモハブ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 創業者の経歴 

【創業者・代表取締役 CEO】 

現在、代表取締役

CEO を務めている谷口

達典氏は、大阪大学医

学部卒業後、国立病院

機構大阪医療センタ

ーや大阪大学医学部

附属病院などで循環

器専門医として臨床

に従事。 

心不全の病態や予後予測に関する研究を行い、

日本超音波医学会奨励賞等を受賞している。 

渉外活動として、全国の心不全を志す若手医

師が集う「U40 心不全ネットワーク」における第

6 期代表理事を務め、現在も理事を務める。日本

循環器学会の一員としても活躍している、循環

器専門医および総合内科専門医である。 

 

◆ 起業に⾄る経緯 

谷口氏はもともと循環器、心臓の医師として

従事しており、当初は全く起業の意思はなかっ

た。一方で、循環器病に関わる医療機器につい

ては外国製のものが主体であり、日本製が少な

いという思いを抱いていた。谷口氏自身も医療

機器やデバイスを用いた研究をやりたいと考え

ていたが、日本では新たなデバイスがなかなか

生まれないため、難しい状況にあった。 

また、循環器病の臨床医として、日本の心不 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全患者の退院後リハビリ継続率が低く（7％）、

退院 1 年以内の再入院率が高い（35％）ことに

問題意識があり、こうした点を解決したいとい

う思いも起業のきっかけとなっている。 

そうした思いを抱えている中、「ジャパン・バ

イオデザイン」へ第一期フェローとして参加す

る機会を得て、心不全患者が自宅で心臓リハビ

リを実施できる遠隔医療を主な事業ドメインと

し、同プログラム第一号となる株式会社リモハ

ブを 2017 年 3 月に創業するに至った。 

 

◆ 事業にかける思い 

谷口氏は、医療機器開発のエコシステム（※）

を有しているアメリカと違い、日本にはそうし

たシステムがないため、革新的な医療機器がな

かなか生まれないと感じていた。 

 このため、谷口氏が自ら学んで、実際の医療

現場で医療機器の開発に携わり、一つのロール

モデルをつくり、最終的にこのようなエコシス

テムを日本に創りたいという思いから、現在に

繋がっている。 

 

※エコシステム 

スタートアップ企業が生まれ、それをベンチャ

ーキャピタルやインキュベーター、アクセラレー

ターなどがサポートしつつ、最終的には大企業が

そのベンチャー企業を M＆Aで吸収し、大企業が自

社のチャネルを持って全世界に広めていく。さら

に、M＆Aを受け入れた起業家たちが、再度開発に

戻り、新たな医療機器をつくるような循環システ

ムのこと。 

 

 

 

株式会社 リモハブ 
所 在 地   大阪府吹田市江坂町 1-23-19 

       米澤ビル第 5 江坂 4F 

事業内容   遠隔心臓リハビリテーションシステム開発 

Ｔ Ｅ Ｌ   06-6105-6194 

沿 革 
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◆ ビジネスモデルとその特徴 
【遠隔⼼臓リハビリ装置】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容としては、遠隔心臓リハビリシステ

ムの開発及び販売（レンタル）となる。リモハブ

社の提供する遠隔心臓リハビリシステムは医療

アプリケーション、スマートエクササイズバイ

ク、そしてウェアラブル心電計などがコンポー

ネントとなっている。 

医療機器として、医療機関が処方し患者に利

用いただくビジネスモデルを目指して日本初の

遠隔リハビリテーション領域における治験を進

めており、2023 年頃の上市を予定している。 

患者の心拍数や心電波形が分かるセンサーを

付けてエクササイズバイクのペダルを漕ぐと、

情報がリアルタイムに病院の看護師などに伝わ

る仕組みによって、自宅にいても安心安全な心

臓リハビリを実現できる。 

◆ 強み・アピールポイント 

リモハブ社の強みは、医師や看護師などの医

療従事者が開発に携わっており、大学発ベンチ

ャーという背景を活かし堅固な医療エビデンス

を構築していけることである。 

 

 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデ
ル、拡充したい販路（ターゲット層）等 

現状、リモハブ社の遠隔リハビリ装置は薬機

法の承認を受けるべく、治験を実施している最

中である。 

事業のための資金は、大阪大学ベンチャーキ

ャピタル株式会社が運営する投資事業有限責任

組合等を引受先とする第三者割当増資により、

資本金を 2 億 578 万円としている。 

回復期における心不全患者をターゲット層と

し、治験、薬機法の承認を経て 2023 年頃の事業

化を目標とする。 

5 年後には全国の医療機関、循環器科の医師

に認知され、在宅医療を行っている会社などと

の連携や保険適用を目指し、売上高 10 億円を目

標とする。 

10年後にはパートナー会社との連携強化によ

り、数千億円規模の在宅医療市場において相応

の地位を確立したい。 

 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

心臓リハビリテーションが普及することによ

り、心不全患者の再入院率が低下し、患者本人

の QOL 向上、国全体の医療費、社会保険料削減

に寄与できる。 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2017 年 3 月 

資 本 金：205,788 千円 

従業員数：約 20 人 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.remohab.com/ 

主力サービス開始時期：2023 年頃を予定 

将来展望

PR 事項 

特徴・強み 
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独自システムの開発により、名入れオーダーメイド品の EC 事業において発注から納品を自動化。将来は

6 兆円規模とされるギフト市場への参入を狙う。 

31．株式会社 レスタス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 事業にかける思い 

名入れオーダーメイド品のMonotaRO、Amazon、

ラクスルを目指す。 

当社名の「LESTAS」には無駄なタスクを減ら

し、業務を効率化する「LESS＿TASK」の意味合い

がある。また、会社ロゴにはタスクの完了を意

味するチェックマーク「レ」を採用している。 

 

【LESTAS のロゴマーク】 

 
 

◆ 起業に⾄る経緯 

代表取締役の大脇晋氏は、同志社大学卒業後

に株式会社ユニ・チャームに入社し、福岡支店

に配属となり、渉外等を担当。その後、株式会社

リクルートに転じ、顧客となる様々な経営者と

ビジネスを通じて出会う中で自身も経営者へと

の思いが強くなった。 

そうした中、ある経営者よりカレンダー購入

の話を持ち掛けられたのを機に興味を持ち、オ

ーダーメイド品の EC 事業に着目した。当初は名

入れカレンダーを中心に受注販売していたが、

その後、タオル、うちわ、鉛筆、年賀状等に対象

範囲を広げており、近時では封筒も加えて顧客

の裾野を拡大している（2019 年時点における名

入れカレンダーの売上構成比率は 60％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当社製作のオーダーメイドカレンダーの一例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 レスタス 
所 在 地   大阪市北区中之島 3-2-18 

住友中之島ビル 4F 

事業内容   名入れオーダーメイド品のEC 事業 

Ｔ Ｅ Ｌ   06-6479-2220 

沿 革 



 68

【運営サイト／名入れカレンダー製作所】 

 

 

【運営サイト／名入れタオル製作所】 

 

 

 

 

◆ ビジネスモデルとその特徴 

オーダーメイド品の EC 事業では、発注者から

データ作成者を介して製造業者に発注。製造業

者から物流業者への配送指示等、変更やクレー

ムがあるとさらに問題解決が複雑化するなど、

コミュニケーションが多く介在する。 

当社は独自システムにより、これらを解消し

ており、お客様には早い・安い・簡単という訴求

効果を生んでいる。 

 

◆ 強み・アピールポイント 

CTO の柳本晋氏が開発した当社の独自システ

ムは、CRM を活用し、マーケティングに最適化さ

れているのが特徴である。 

約 6,000 社に及ぶ顧客データを様々な角度か

ら分析可能で、顧客の傾向、収益性等の統計・分

析を行っており、NB だけでなく PB への囲い込

みを行っていく。 

徹底した自動化により、販売経費・営業経費

が抑えられているほか、この独自システムの浸

透に伴い、2019 年には顧客リピート率が 70％に

まで高まっている。また、一度リピートした顧

客からは、その後も継続的な受注を得られるケ

ースがほとんどである。 
 

 

◆ 今後の事業展開 
5 年後、10 年後の目標とする到達点やロールモデル 

5 年後は現在取扱っている商材以外に水平展

開し、プラットフォーマーを目指す。 

また、10 年後については現時点では断言でき

ないものの、この独自システムをパッケージと

して提供していくことも視野に入れている。 
 

◆ 今後新たに開発したい商材・サービス 
拡充したい販路（ターゲット層） 

当面は 7,000 億円規模とされる事務用印刷関

連市場での名入れオーダーメイド品を展開する

が、将来的には 6 兆円規模とされるギフト市場

への参入を視野に入れている。 

 

 

◆ 提供サービスにおける PR 事項 

世の中の無駄なタスクを一掃して、世界中の

業務を効率化することをミッションとしており、

オーダーメイド品の受注・製作を、ネットワー

クと独自システムによって Web 上で完結する。

このため、複雑な業務フローから解放されるほ

か、分かりやすく、使いやすい点に定評を得て

おり、多くのリピーターを獲得している。 

 

 

会 社 概 要 
 

設  立：2011 年 6 月 

資 本 金：510,620 千円 

従業員数：30 人（非正規 20 名を含め 50 名） 

Ｕ Ｒ Ｌ：https://www.lestas.jp/ 

主力サービス開始時期：2011 年 6 月 

特徴・強み 

将来展望

PR 事項 



Ⅲ J-Startup KANSAI 企業ヒアリング結果のまとめ 

１．J ｰ Startup KANSAI 企業の強みについて 

（１）人的な強み 

JｰStartup KANSAI企業（以下本文中JSK企業と表記）のようなスタートアップ企業は、研

究開発等の先行負担から赤字計上となっている企業も多い。このため、JSK企業の強みを把

握するためには、各社の事業内容等に着目し、その具体的な内容を把握する必要がある。ま

た、各社とも事業分野が異なっているため、強みはそれぞれ異なっている。 

しかしながら、一ついえることとして、JSK企業の強みはそれぞれの事業分野に関わる人

材の質にあると考えている。JSK企業の代表者及び役員などをみると、大企業の勤務経験を

経て基盤となるスキルを積んでいる経営者や研究機関で研究員として従事していた経営者、

あるいは大学教授を務める経営者が創業しているケースなどが多くみられる。また、大学発

のスタートアップ企業も多く確認された。こうしたことから、代表者本人にとどまらず、役

員を含めた関係者においても、各事業分野において高い知見を有した人物が多い。 

このように、JSK企業の強みは、各専門分野において高度な知見や技術を有した人物が、

力を発揮していることにあると考えられる。 

 

（２）強みを生み出すバックボーン 

 しかしながら、こうした人的な強みが、そのまま事業の優位性に直結するわけではない。

例えば、ある技術に基づく特許があり、その技術に基づいて製品を作ったとしても、必ずし

も同じような機能を再現できないケースがしばしば発生する。これは、公開されている特許

情報だけでは、確かな技術とはいえないということである。確かな技術とするためには、そ

の特許を開発するまでに長年にわたって研究に携わってきた表層には出てこない知見や技

術が必要になるということを示唆している。こうした知見等は「暗黙知」といわれ、個人が

経験的に培っている知識であり、外部からは見えにくい人的な強みである。 

 また、こうした「暗黙知」は上記のような特許情報に基づく製造業やテック系の企業のみ

に存在するわけではない。サービス業や商業ベースの企業にも存在している。分かりやすい

例でいえば、食材などの仕入れに関わる目利きや味覚などであろう。とりわけJSK企業は製

品開発プロセスの途上に付加価値の高い情報技術を付与している企業も多く、これらもサ

ービス業の一環として考えられ「暗黙知」が深く関係している。 

 このような「暗黙知」をバックボーンとして、JSK企業の強みは生み出されていると考え

られる。JSK企業各社はそれぞれ事業内容が異なることから、その強みも様々ではあるが、

各社の強みの発露には、こうした人材の長年の経験に培われた「暗黙知」が大きく関わって
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いると考えられる。 

つまり、こうした「暗黙知」を保有していることが、JSK企業の強みであり、特徴である

といえよう。 

 

（３）大手企業との相違点 

 JSK 企業の強みは既述の通り、各社の人材及びその人材の有する「暗黙知」にある。一方、

大手企業の強みは、産業の裾野が広く、関係する企業や技術が多岐にわたるため、サプライ

チェーン上で考える必要がある。大手のサプライチェーンはトヨタのジャストインタイム

などに代表されるように効率化を推し進めており、資金効率のうえでは非常に効果がある。

しかしながら、サプライチェーンの最終アウトプット、つまり製品やサービスに関わる根幹

の技術等が自社ではなく、サプライチェーン上の供給者に存在しているケースがしばしば

みられる。つまり、大手では根幹技術等が自社にはなく、サプライチェーン上の事業者に拠

っているリスクがあるということがいえよう。 

 ただし、注意しなければならないのは、逆にいえば大手企業のサプライチェーン上には、

優れた技術や知見を有した中小企業が存在するということである。 

 

（４）中小企業との相違点 

このように中小企業にも優れた技術や知見を有した企業が存在するが、これらの中小企

業と JSK 企業の強みとの相違点を以下に記載する。 

 中小企業の強みは、中小企業の問題点にも関係するが、小回りがきく、または対応力があ

る、あるいはニッチ分野における特別な技術の保有など、現場の日常業務レベルの領域に多

くの強みがある。こうした現場の業務レベルの強みは、社外からは見えづらく、社内（自社）

からも業務レベルであるために、それが強みであると明確に認識できないことが多い。 

 このような問題は、中小企業の多くが大手企業の下請的な性格の強い企業が多いことに

起因している。技術力が高いと一言でいっても、それらは品質管理力や短納期対応力など、

大手企業のニーズに対応した下請的な性質となっている傾向がみられる。また、こうした企

業は、いわゆるスマイルカーブの中間に位置し、サプライチェーン上に付与している価値に

比べ収益性が低い。 

 これに対し、JSK 企業のようなスタートアップ企業は自社の強みを活かし研究開発を行っ

ており、かつサプライチェーンの川上に位置し収益性の高いことが特徴といえる。このよう

に、自社の付加価値や強みを認識したうえで起業していることが、JSK 企業と一般の中小企

業の大きな相違点であり、強みであると考えられる。 
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【スマイルカーブ】 
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２．現状と将来予測 

（１）J-Startup KANSAI 企業の現状 

 JSK 企業は、独自の技術開発等による新たなビジネスモデルを開発している企業が多

く、その事業分野では専門的な知見を有し、優れた技術力を持つ企業が多い。現状の業

績については、非公開の企業も多くその詳細は判明しないが、開発期間が長期に及ぶこ

ともあり、事業の本格的な稼働には至らず、重い先行投資負担を負っている。 

 

（２）J-Startup KANSAI 企業の将来予測 

 ５年後及び１０年後の売上予測や黒字化を見込む時期をみると、売上高は急速な拡大

を見込み、損益についても遅くとも 2025 年頃までに黒字を計上する見込みとしている

企業が多い。さらに、数年後には上場を目指すとしている企業も一定数確認された。 

 こうしたことから、各企業においては、中長期の事業計画が立てられ、事業を成長さ

せるロードマップはある程度出来上がっているものと思われる。 

 

（３）スタートアップ企業の成⻑曲線 

 JSK 企業はいわゆるスタートアップ企業となるが、その成長曲線には、J カーブ曲線

といわれる特徴的な曲線が描かれる。 

つまり、最初は先行投資負担からキャッシュはマイナスとなるが、事業の本格稼働フ

ェーズにおいて、著しい業績の向上がみられる点に特徴がある。 

 

【J カーブ曲線】 
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３．現状又は将来予測に対する課題（ヒト・モノ・カネの面で） 

 

経営資源 課題 

ヒト 

独自の技術開発等による新たなビジネスモデルを開発している企業が多く、

とりわけ人材確保の面で課題を抱えている。 

新たなビジネスモデルを開発している企業であるだけに専門的な知見を有

した人材や技術者などの人材確保に課題を抱えている企業が多く、今後の成

長フェーズを迎えるにあたってこうした専門人材確保の重要性は高まって

くる。 

ただし、専門人材を確保しさえすれば済む問題ではなく、マーケティングや

営業、財務、法務、企業経営などの人材確保に課題を抱えている企業も多い。 

モノ 

各社で提供するビジネスモデルが異なり、一概に論じることはできない。 

しかしながら、本調査対象となる企業では、ヘルステック系の企業が比較的

多く、今後の開発を進めていく中で、認可や法規制などの問題をどのように

クリアしていくのかという問題が共通して存在している。 

また、JSK 企業でいうモノは、独自の技術に基づくアプリやソフトウェア、

システム開発などが多く、モノそのものに対する課題というよりも、それら

を支えるバックヤード（開発に関わる人材、業務量増加に対応する人員・組

織の整備等）に課題が多く見受けられる。 

さらに、将来的に事業を拡大する局面では、量産体制の構築（現状では外部

委託での対応を想定）、大手資本との価格競争力及び生産計画を管理するシ

ステム整備（物流管理等）などにおける課題も見受けられた。 

カネ 

スタートアップ企業にとって、研究開発や先行投資に対する資金調達は生命

線であり、今後成長を遂げる局面でも、資金需要は旺盛になるため、資金調

達が欠かせない。 

現状の課題としては、短期的な成果でなく事業への深い理解から出資してく

れる企業の模索のほか、関西地域のファイナンス状況について、リードベン

チャーキャピタル（第三者割当増資において主導的な役割を担うベンチャー

キャピタル）が少ないなどの指摘も確認された。 

新型コロナウイルスの発生に伴うスタートアップ企業に対する資金調達環

境悪化の指摘も確認された。 
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４．J-Startup プログラムに対して望む⽀援について 

 全ヒアリング対象企業のなかで最も多かったのは、資金面での支援である。とりわけ、

資本性ローン（出資に近い資金の調達、負債ではなく資本としてみなすことのできる融

資手法）の拡充を望む声が多く確認された。ベンチャーキャピタルについては、コミュ

ニケーションコストを要すると回答している企業もあり、こうしたことも資本性ローン

の拡充を望む企業が多い背景として考えられる。 

これは、JSK 企業の多くがスタートアップ企業であることに深く関係していると思わ

れる。これらの企業は、総じて先行開発型の企業であるため、長期資金をより自己資本

に近い資本性の資金として安定的に供給を受けたいと考えるのは当然のことであり、支

援者側も積極的に関与することが必要と考えられる。 

 

【資本性ローン】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（J-net21 中小企業ビジネス支援サイト 

「新型コロナ対策資本性劣後ローン」より掲載） 

 

 次いで、研究開発関連の人材や共同開発パートナー企業などとのマッチングや連携、

共同研究に関わる支援を求める企業が確認された。各企業の事業内容としては、高度で

専門的な知識や技術を必要とする企業が多いだけに、共同研究や開発の促進等を求める

声は多い。また、こうした支援は開発スピードの向上を図るうえでも有効と考えられる

ため、支援する側としては積極的に推進すべき施策であると考えられる。 
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 海外展開の支援や顧客紹介などへの支援を望む声も確認された。海外展開の支援とし

ては、ＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）との連携による海外展開や、海外でのアクセラ

レータープログラムに期待する声もある。ただし、アクセラレータープログラムに関し

ては、手間がかかることで敬遠されている傾向もみられることから改善の余地がある。 

顧客紹介に関しては、単なる販路拡大の支援にとどまらず、自社の事業と相性の良い

提携パートナーとなり得るような、自社の研究・開発を促進させられるような企業の紹

介などを望む声も確認された。 

 

【Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐにおける海外展開の⽀援】 
採択されたスタートアップには、GITEX FUTURE 

STARS、WebSummit、SLUSH、Consumer Electronics 

Show、SXSW など世界的イベントに訪問・出展するツ

アーへの招致、ＪＥＴＲＯ海外事務所に設置される

グローバルアクセラレーション・ハブの利用、大企

業や官公庁とのビジネスマッチング、補助金等の

優遇措置や手続の簡素化、規制サンドボックスの

積極活用、政府系海外ミッションへの参加などの機会が提供される。 

 

【ＪＥＴＲＯにおける海外展開⽀援の一例】 
新輸出大国コンソーシアムは、政府系機関、地域の

金融機関や商工会議所など国内各地域の企業支援機

関が幅広く結集、海外展開を図る中堅・中小企業等に

対して総合的な支援サービスを提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（J-Startup のホームページより掲載） 

（独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO） 

新輸出大国コンソーシアムより掲載） 
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Ⅳ 成⻑のポイント及び⽀援策 

１．スタートアップ・エコシステム拠点都市について 

JSK 企業の属性をみると、起業の背景として、京阪神のコンソーシアム（以下、大阪・

京都・ひょうご神戸コンソーシアム）がスタートアップ・エコシステム拠点都市に選定

されたことが挙げられる。 

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムは、バイオ・ヘルスケア・ライフサイエン

ス・ものづくりや情報通信分野などに強みを有しており、これらの強みを活かした起業

がなされており、とりわけヘルステック（医療テック）系は１３社が起業されている。 

 いずれにしても、大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムの強みを土壌として、JSK

企業は起業している。そのことを踏まえ、以下成長ポイントとともに支援策についても

考察する。 

 

２．J-Startup KANSAI 企業の強みを伸ばす⽀援策 

（１）人的資産から構造資産への転換 

 既述したとおり、JSK 企業の強みは、人材の質及び人材の「暗黙知」などの人的資産にあ

る。今後の JSK 企業の成長を促すためにも、人材面への継続的な支援は欠かせない。ただ

し、単に専門人材あるいは間接部門（マーケティングや営業、財務、法務、企業経営）の人

材採用をすすめれば良いという話ではない。 

人的資産、とりわけ「暗黙知」は属人的な性質のものであるため喪失されやすい。そのた

め、人的な資産を会社の資産（構造資産）へと転換する取組が、JSK 企業の成長及び安定し

た経営基盤を築くために必要となる。特に「暗黙知」を「形式知」化するという、見えにく

い資産を見える資産とする取組は決して簡単なことではない。しかしながら、製造業等のケ

ースをみると、IoT 等を活用した熟練技術のマニュアル化・データベース化が進み、熟練技

術をデジタル技術と融合させることで、今まで職人の勘等に頼ってきた生産の再現性が高

まっており、システム的にも実現することが可能となってきているという。 

 このような IoT やデジタル技術の活用のほか、情報技術や AI を用いた機械設備の導入、

クラウドの活用などにより、人的資産を会社のデータベースとして蓄積し、構造資産化する

ための支援を行うことが有効であると考えられる。 

 また、人的資産の構造資産化を図るためには、組織の整備も重要となる。「暗黙知」とし

て培われてきた技術や知見を「形式知」化し、新たな人材に対して円滑な引継が行えるよう

な組織づくりである。 

人的資産の引継ぎには「人」による教育が欠かせないが、引継ぎの効果は指導者の力に大
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きく左右されるため、指導者の指導力の向上を図る必要がある。このように指導力向上を図

ることにより、「経営者からベテラン従業員」、「ベテラン従業員から若手従業員」への指導

をしやすい組織づくりをすることが重要である。 

 このための支援として、中小企業大学校などにおいて、指導者側に社内ティーチングに関

する講座などを開くなどの支援も有効ではないかと思われる。また、現在は映像等をタブレ

ットやスマートフォン、パソコンでみることができるため、「e ラーニング」等の活用も考

えられる。専門分野等の教育にとどまらず、指導者の社員教育に対する考え方についての講

座などを設けるなどの取組も有効であると考えられる。 

 

【人的資産の構造資産化による成⻑イメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）共同開発・共同研究等の促進 

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムは、起業支援の経験が豊富な人材が揃って

おり、組織も企業のほか大学や金融機関、公的機関などが連携している。このように、

様々な専門的視点からの支援が可能な体制となっていることから、人材の知見等をより

高めるための支援も十分に行うことが可能である。 

 J-Startup KANSAI プログラムに対して望む支援の一つとして、研究開発関連の人材

や共同開発パートナー企業とのマッチングや連携が多く挙げられていた。ただし、独自

の技術開発等による新たなビジネスモデルを開発している企業が多いため、その支援は

専門分野の知見も関わってくるため難しい。 

 しかしながら、起業支援の経験が豊富な人材や大学などの研究機関などと連携して支

援することで、研究開発関連の人材や共同開発パートナー企業とのマッチングや連携に

対しても、十分な支援ができるものと思われる。 

時間 

低 

喪
失
リ
ス
ク 

成
⻑
性 

⾼ ⾼ 

低 

⼈的資産 

構造資産 

成⻑曲線 



 78

ただし、こうした支援を行っていく上では、解決しなければならない問題もある。提

携をする企業間の資本関係である。たとえ優れた技術力等のある企業でも、連携する企

業間の資本関係で劣っていると、力関係が決まってしまい研究開発において主導的な立

場になれないことなどがある。したがって、連携や共同開発などを行う際には、こうし

た資本関係にも配慮したうえで実施することが望ましいと考えられる。 

 また、企業ごとの風土や社風などの違いなどにも注意が必要である。これは実際にM&A

などの案件で多々ある話である。たとえ企業同士の事業内容の親和性が高くとも、その

周辺にある企業文化のようなものが合わないと、結果的に買収は上手くいかないことが

多いという。 

 そのため、連携や共同開発等の支援を行う際には、引き合わせる企業同士の社風、ま

たはそうした社風を決める要因となる経営者などとのつながりを深めたうえで、連携等

を手引していくなどの工夫をする必要があると考えられる。 

【ヘルステック系クラスターの一例】 

神戸医療産業都市は、日本最大級のバイオメディカルク

ラスターとして、理化学研究所や大学等の研究機関及び中

央市民病院をはじめとした高度専門病院群、医療関連企

業・団体が集積し、医療分野でイノベーションを起こして

いる。 

 

（神戸医療産業都市ポータルサイトより掲載） 
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３．企業経営の側面⽀援 

 共同開発パートナー企業などとのマッチングや連携は、ビジネスモデルに直結する部

分であり、その支援は専門家や研究機関に任せる部分が多い。実際に、京都大学や関連

する研究機関などが近くに立地していることから、研究者とのつながりができ、望むよ

うな人材が集まってくるようになったとしている企業も確認された。 

一方で、当該ビジネスモデルの市場性などを見極めることも重要であり、本業とは別

の側面からの支援も考えたい。人材確保の課題として、マーケティングや営業、財務、

企業経営などの人材確保が難しいとする企業などが確認されている。企業経営には本業

だけではなく、これらの企業経営の側面を支える人材や支援が欠かせない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、マーケティングが上手くできていないと、自社のビジネスモデルが市場ニー

ズとアンマッチとなってしまうリスクを抱えることとなる。また、営業などの人材が適

正に確保されなければ、販路の開拓に支障をきたす恐れもある。 

 また、ビジネスモデルを第三者に対し、分かりやすく開示する必要性もあろう。ベン

チャーキャピタルなども、個々の企業独自のビジネスモデルの将来性を見極めるのは、

容易なことではない。将来性が第三者から見て分かるものでなければ資金提供を受ける

のは困難となる。 

 

  

メインとなる事業 

研究・開発 技術・製品 品質管理 

事業企画 

販売・流通 

⽀社人員 本 社 人 員

販売管理 

法務 人事 経理 総務 財務 物流 購買 マーケティング 

 
側面⽀援 

事業体の構成 
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【情報の非対称性の解消】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、こうした側面支援の人材は、アウトソーシングすることでも解決することは

可能である。税理士や公認会計士などの専門家の紹介はもとより、マーケティング企業

などを斡旋することも有効な支援策になり得ると考えられる。 

 

  

出資者 

優良企業と⾼リスク企業の違いが⾒えにくい
ため出資を得られない 

優良企業と⾼リスク企業の違いが判断しや
すいため出資を得やすい 
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４．資⾦効率の向上及び初期投資回収への⽀援 

 資金面への支援は、直接的な資金供給と捉えられがちであるが、資金効率を向上させ

ることも重要である。資金の回転率を高めれば、限られた資金を有効に使うことができ

るため、より少ない資金で利益を計上することが可能となる。 

また、先行投資の回収期間に着目し、どの程度の期間での回収を計画しているのかに

ついても着目したい。初期投資の回収期間は、資金効率の面からみると、当然ながら短

期間の方が望ましく、当該企業がどの程度効率的な投資を行ったかの判断指標となる。

企業経営において、投資は回収して初めて成功と言えるものであるため、投資回収期間

は極めて重要な指標である。また、当該企業経営者の投資リスクへのスタンスをみるこ

とで、経営姿勢をうかがうことができると考えている。 

 具体的には、過大な売上や利益計上を見込んだ回収計画となっていないか、事業のス

タート当初から初期投資の回収期間を意識した計画となっていたかなどである。 

 

【投資回収の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 仮に財務や企業経営などの人材確保が難しいとする企業では、こうした視点から経営

判断をすることが難しいケースも考えられるため、財務や企業経営の知見を有した専門

人材などによる支援も考えたい。 

 なお、共同研究や共同開発などを促進することも資金支援につながる。共同開発・共

同研究を行うことで、1 社あたりの必要資金を分散することが可能であり、さらに集中

キャッシュ 多 

キャッシュ 少 

時間 

回収期間のより一層の短期化 
をすすめつつキャッシュの増⼤を図る 

J カーブ曲線 
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立地が図られれば、輸送費・原材料購入費の節約やリードタイム短縮などのメリットが

得られる。特にスタートアップ企業のように先行投資負担が大きい企業では、リードタ

イムの短縮は資金効率の向上にプラスに働くため有効である。 

 

５．資⾦⽀援の拡充 

 資金面支援への要望としては、とりわけ資本性ローンの拡充を求める企業が多かった。

スタートアップ企業のように先行投資負担の大きい企業を支援するためには、資本性ロ

ーンを含めた資金支援の拡充は欠かせない。ただし、劣後ローン（他の債権より支払い

順位が劣るローン）の性格を持つだけに、資金支援を行う際には一定の判断基準を持つ

ことも必要となる。 

 資金調達に関しては、短期的な成果にとどまらず、当該企業の将来性を見据えた資金

支援が求められるところである。また、当該企業の経営者とのコミュニケーションを図

り支援を行う必要がある。 

しかしながら、資金支援を行う側が単独で事業の将来性を見極めたうえで判断するの

は非常に困難である。そこで、当該企業の支援に携わっているあらゆる関係機関と連携

したうえで、与信判断をすることが望まれる。 

 

【J カーブ曲線】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間 

キャッシュ 

＋ 

－ 

J カーブ曲線 

研究開発や先⾏投資によりキャッシュは減少 
創業時における資⾦⼿当ては、スタートアップ企業にとって⽣命線 
より⻑期安定的な資本ローンなどの充当が望まれる 

増加運転資⾦などの需要が増加 
事業性を判断したうえで継続的な資⾦⽀援が必要 
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６．海外展開の⽀援や顧客紹介などへの⽀援 

 海外展開については、JETRO との連携により実際に成果の上がった例があり、今後も

展開したいとの声があることから継続して行うべき支援策であると考えられる。 

一方で、海外でのアクセラレータープログラムについては、手間がかかるとの指摘も

あり、改善の余地が残されている。これについては、資金調達の一環として、国内向け

のアクセラレータープログラムとともに支援策の在り方を考えていく必要があろう。 

いずれにしても、スタートアップ企業向けの支援であることから、当該企業の事業内

容に対する目利き力を向上させる必要がある。これは容易なことではないため、スター

トアップ・エコシステムの利点を活かして専門家などと連携して支援にあたることが重

要である。 

 本調査との類似調査の事例においても、概して研究開発型の企業などは技術力などが

高い一方で、マーケティング力や営業力が弱い企業が多い傾向がみられ、自社の優れた

研究開発力や技術力等が市場（海外も含む）のニーズにマッチせず埋もれてしまう可能

性がある。したがって、顧客紹介は単なる販路拡大等の支援にとどまらず、当該企業の

事業内容を見極めたうえで、その市場性を判断し適切な支援を行うことが望まれる。 

 

７．総括〜⽀援の在り方〜 

資金面の支援や連携・共同開発の促進、海外展開支援、顧客紹介などの支援策は、個

別に実施されるべきものではなく、同時になされるべきものであると考えている。既述

したように、共同開発の促進などは資金支援ともなり得るためである。 

 

【本格的な共同研究の拡大に向けて進めるべき取組みの全体像（経団連資料）】 

日本経済団体連合会では、本格的な共同研究を進めるには、世界トップレベルの研究

力を持つ主体間で資金・知・

人材が好循環すること、即

ち、企業・大学・研究開発法

人内の部局及び各主体の壁

を越えた組織的な連携体制

の構築が極めて重要として

いる。 

 

 

（日本経済団体連合会ホームページより掲載） 
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これは支援する側にも言えることで、一つの支援機関なりが単独で企業の成長を促す

ような支援を行うことは極めて困難である。あらゆる側面から様々な機関が連携し、共

同体として同時に支援にあたるのが有効であると考えている。 

 資金供給は外部からの支援としては、最も直接的な支援であり効果もあるが、企業の

成長は資金供給のみでは達しえない。 

 共同研究・開発等により研究開発などのスピードを高め、近年の商品サイクル短期化

に対応するべく資金効率を高め、かつ海外展開を含めた販路拡大を図ることで、初めて

企業の成長が促される。 

 いずれにしても、日進月歩で研究開発が進んでいる現在においては、企業の成長支援

についてスピード感を持って対応することが重要である。 

換言するならば、以下のようなサイクルの短縮を図り、企業の成長を促進させるよう

な施策をとることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

初期投下          収益計上         初期投下資⾦回収 

（再投資） 
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参考資料 

１．地域について 

 

 

 

府県 件数 構成比 

京都府 13 41.9% 

大阪府 11 35.5% 

兵庫県 7 22.6% 

合計 31 100.0% 

 

 

【それぞれの府県の地域特性】 

府 県 地 域 特 性 

京都府 

歴史的背景から、府内で営業する企業に対し付加価値を与えているだけではな

く、京都市などはものづくり産業の集積地としても知られている。京都大学を

はじめとする大学の研究シーズやプロトタイプの製品化の支援が充実。 

大阪府 

古くから水運が発達したことで流通の一大拠点となり産業が発展。現在では大

企業や資金、人材などの面で他の関西圏の地域に比べ魅力的な地域となってい

る。繊維産業が大きく発達、紡績・合繊企業や商社、糸商、織物問屋、卸商な

どの集積が見られる繊維関連取引の中心地。造兵司や造幣局も設置され、その

後は機械産業や化学産業が発展した。 

兵庫県 

阪神及び播磨の二大工業地帯における鉄鋼・造船・機械あるいは化学工業を根

幹として発展。神戸市では実証実験、公共調達推進などの取組で強み。地場産

業も形成され、清酒や皮革などは全国トップシェア。 

 

 いずれの府県においても、産業クラスターの形成がみられるが、こうした産業クラス

ター形成の動きに先鞭をつけたのは中部地域であり、２０１１年１２月に愛知県及び岐

阜県が国際戦略総合特区「アジア NO．1 航空宇宙産業クラスター形成特区」に指定さ

れたのが契機である。主に航空宇宙産業などでクラスターが形成されており、産業クラ

スター形成によるメットを享受しようとする動きが活発化している。 

産業クラスターの形成は、特に製造業では、輸送費・原材料購入費の節約やリードタ

イム短縮（発注から納品までに必要な時間）などのメリットがあるが、その他にも情報

交換の円滑化が図られるなどのメリットもあり、スタートアップ企業を生み出す土壌と

しては最適である。また、共同研究・開発を促進するうえでも、情報交換の円滑化は欠

J-Startup KANSAI 企業（以下本文中の表記は JSK 企業）３１社のうち、京都府を

本社とする企業が４１．９％を占めている。 

京都府
41.9%

大阪府
38.7%

兵庫県
19.4%
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かせない。 

ただし、集積が求められる産業の性格が変化していることには注意が必要である。量

産、繰り返しを基本とする過去の産業クラスターでは、分業ネットワークが硬直的であ

り、現在の多様化する市場の多品種・単品ニーズへの対応を行うには、多様な企業や研

究機関、支援機関などが柔軟な分業ネットワークを形成することが要求される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境ビジネス KANSAI プロジェクトより掲載し加工） 

 

 

 

 

 

  

多様な産業クラスターの形成 
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２．業種について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 件数 構成比
他に分類されない専門サービス業 5 16.1%
受託開発ソフトウェア業 5 16.1%
情報提供サービス業 2 6.5%
組込みソフトウェア業 2 6.5%
その他の電気機械器具製造業 2 6.5%
他に分類されない製造業 1 3.2%
精密測定器製造業 1 3.2%
その他の医療に附帯するサービス業 1 3.2%
インターネット利用サポート業 1 3.2%
他の計量・測定・理化学機械等製造 1 3.2%
建築設計業 1 3.2%
蓄電池製造業 1 3.2%
労働者派遣業 1 3.2%
職業紹介業 1 3.2%
紙卸売業 1 3.2%
ロボット製造業 1 3.2%
その他の産業機械器具卸売業 1 3.2%
その他の海面養殖業 1 3.2%
野菜小売業 1 3.2%
パッケージソフトウェア業 1 3.2%

合計 31 100.0%

16.1%

16.1%

6.5%

6.5%

6.5%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

3.2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

他に分類されない専門サービス業

受託開発ソフトウェア業

情報提供サービス業

組込みソフトウェア業

その他の電気機械器具製造業

他に分類されない製造業

精密測定器製造業

その他の医療に附帯するサービス業

インターネット利用サポート業

他の計量・測定・理化学機械等製造

建築設計業

蓄電池製造業

労働者派遣業

職業紹介業

紙卸売業

ロボット製造業

その他の産業機械器具卸売業

その他の海面養殖業

野菜小売業

パッケージソフトウェア業

 JSK 企業の業種については、東京商工リサーチが各企業に付与している業種コードに

基づいた分類結果は以下のとおりである。 

他に分類されない専門サービス業及び受託開発ソフトウェア業が１６．１％、情報提

供サービス業、組込みソフトウェア業及びその他の電気機械器具製造業が６．５％、こ

れら以外の業種は全て３．２％となった。 
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 ただし、日本標準産業分類に基づく分析のみで、JSK 企業の特徴をみるのは困難であ

るため、ヒアリングで得られた情報を各企業に付加し、さらに府県別でクロス集計を行

ったうえで分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 京都府 大阪府 兵庫県

31 13 11 7

100.0% 41.9% 35.5% 22.6%

4 1 1 2
100.0% 25.0% 25.0% 50.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

その他の海面養殖業
（水産物のスマート養殖開発）
野菜小売業
（有機野菜・コーヒー豆の販売、新規就農者支援事業）
パッケージソフトウェア業
（AI搭載ソフトウェア開発（特に医療向け））

情報提供サービス業（医療関連）

その他の電気機械器具製造業（ロボットの設計・開発・製造）

建築設計業（医療関連）

受託開発ソフトウェア業（コンピュータ、周辺機器
その他ソフトウェア開発・販売通信システムによる情報・画像の収集）
ロボット製造業
（ロボットの研究・開発・製作）
その他の産業機械器具卸売業
（空間除菌・脱臭機の製造販売）

組込みソフトウェア業
（ＩＴ系、アプリケーション・ソフトウエア受託開発）

その他の電気機械器具製造業
（太陽電池の研究・開発・製造)

紙卸売業（樹脂原料の製造販売）

組込みソフトウェア業
（自然素材のＩｏｔデバイスの開発、ＵＸ・ＵＩソフトウェアの開発）

職業紹介業
（職業紹介・キャリアコンサルティング）

労働者派遣業
（保育所サブスクリプションサービス）

（上段：件数　下段：構成比）

インターネット利用サポート業（医療関連）

他の計量・測定・理化学機械等製造（医療関連）

受託開発ソフトウェア業
（無人受付システムの開発・販売業、IT系）

他に分類されない専門サービス業
（名入れオーダーメイド品のＥＣ事業、インターネット関連サービス）

受託開発ソフトウェア業（クリエイティブＡＩの開発，
ＡＩ関連システムのコンサルティング）

受託開発ソフトウェア業（香り制御技術
及びそれに連携するソフトウエア等の開発、製造）

蓄電池製造業（次世代蓄電池の開発，
蓄電システムの開発，蓄電池関連の受託開発）

情報提供サービス業
（情報提供サービス、データベース構築・企画・設計）

他に分類されない専門サービス業（医療関連）

他に分類されない製造業（医療関連）

精密測定器製造業（医療関連）

受託開発ソフトウェア業（医療関連）

その他の医療に附帯するサービス業（医療関連）

全体



 89

 この結果、府県別では特筆する相違はみられないものの、業種別でみると医療関連の

事業を手掛けている企業が１３社ほど確認され、全体の４１．９％を占めた。 

 他に分類されない専門サービス業や他に分類されない製造業などのほか、受託開発ソ

フトウェア業やインターネット利用サポート業、情報提供サービス業なども医療関連分

野の事業を手掛けていることを考えると、ヘルスケアとＩＴを融合させたヘルステック

（医療テック）系の企業が多くなっている。このように、異業種の企業やベンチャー企

業、スタートアップ企業が加わり、新たな医療サービスの開発・研究が進んでいること

が、JSK 企業の業種属性からうかがわれる。 

 この背景としては、京阪神のコンソーシアムがスタートアップ・エコシステム拠点都

市に選定されたことが大きいと思われる。京阪神のコンソーシアムでは、京阪神の強み

であるバイオ・ヘルスケア・ライフサイエンス・ものづくりや情報通信の分野を中心に、

都市の枠を超えてそれぞれの共通点と強みを活かした資源や支援メニューの相互活用、

情報発信を進め、優れた製品・サービスをスピーディ・継続的に生み出せるエコシステ

ムの構築をめざしているとしている。また、スマートシティへの対応や大阪・関西万博

の機会の活用についても京阪神一体となって取り組んでいる。 

 

【スタートアップ・エコシステムとは】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪府報道発表資料より掲載） 
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３．経営者の年齢について 

 

 

 

 

 

 

  件数 構成比 

30 歳代以下 8 25.8% 

40 歳代 17 54.8% 

50 歳代 3 9.7% 

60 歳代 1 3.2% 

非公開 2 6.5% 

合計 31 100.0% 

 

 

 

４．従業員数について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  件数 構成比 

9 人以下 11 35.5% 

10～20 人以下 8 25.8% 

21～30 人以下 4 12.9% 

31～40 人以下 3 9.7% 

41～50 人以下 3 9.7% 

51 人以上 1 3.2% 

非公開 1 3.2% 

合計 31 100.0% 

 代表者の年齢をみると、４０歳代以下で８０．６％を占め、最年少は２７歳、最高齢

は６０歳、平均年齢は４３．２歳となった。 

 東京商工リサーチの全国社長の年齢調査（２０１９年１２月３１日時点）では、平均

年齢は６２．１６歳となっていることから、若い世代の代表者が多い。 

30歳代以下
25.8%

40歳代
54.8%

50歳代
9.7%

60歳

代,3.2%

非公開, 

6.5%

9人以下
35.5%

10～20人

以下
25.8%

21～30人

以下
12.9%

31～40人以下,9.7%

41～50人以下, 

9.7%

51人以上
3.2%

非公開
3.2%

 従業員数は、３０人以下の企業が７４．２％を占めている。最小従業員数は２人、最

多従業員数は５４人、平均従業員数は１９．２人となった。 

 平成２６年７月の経済センサスデータによると、全国の平均従業員数は２１．５９人

となっており、平均よりもやや少ない水準にある。 

 ＪＳＫ企業のようなスタートアップ企業は、新たなビジネスモデルを手掛ける企業で

あり、そのために専門知識や高度な技術を持った人材を確保できていない可能性もある

ため、その点には注意したい。 
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